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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次  第93期 第94期 第95期 第96期 第97期
決算年月  平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 157,964 171,232 204,671 216,180 176,340

経常利益 (百万円) 11,301 13,407 16,408 13,876 1,570

当期純利益 (百万円) 6,581 8,635 9,877 8,207 160

純資産額 (百万円) 55,293 66,756 75,757 77,718 68,006

総資産額 (百万円) 157,420 177,864 202,528 195,971 167,198

１株当たり純資産額 (円) 330.62 398.35 445.93 460.79 415.25

１株当たり当期純利益 (円) 39.33 51.31 58.92 49.07 0.97

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 35.1 37.5 36.9 39.2 40.2

自己資本利益率 (％) 12.5 14.2 14.0 10.8 0.2

株価収益率 (倍) 12.4 16.9 16.1 7.7 177.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 14,187 15,165 22,119 7,834 8,122

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △6,110 △7,968 △17,702 △18,649 △18,088

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △10,398 △6,483 △3,120 3,376 12,622

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 15,303 16,097 17,611 10,138 12,084

従業員数

[外　平均臨時雇用人員]
(人)

5,334

[654]

5,464

[707]

5,625

[798]

5,763

[834]

5,428

[670]

　（注）１　売上高には消費税等を含まない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。

３　従業員数の［　］内は臨時従業員の年間平均雇用人員である。
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(2）提出会社の経営指標等

回次  第93期 第94期 第95期 第96期 第97期
決算年月  平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 112,387 126,390 154,666 164,024 130,702

経常利益 (百万円) 7,908 11,092 14,415 12,525 1,914

当期純利益 (百万円) 4,505 6,751 8,341 7,624 852

資本金 (百万円) 18,472 18,472 18,472 18,472 18,472

発行済株式総数 (千株) 171,230 171,230 171,230 171,230 171,230

純資産額 (百万円) 49,363 58,190 63,725 65,685 61,696

総資産額 (百万円) 121,828 137,088 155,566 152,673 134,586

１株当たり純資産額 (円) 295.10 346.83 379.83 393.87 381.40

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)

(円)

(円)

7.5

(－)

10.0

(－)

12.0

(－)

12.0

(6.0)

6.0

(6.0)

１株当たり当期純利益 (円) 26.87 40.02 49.72 45.58 5.16

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 40.5 42.4 41.0 43.0 45.8

自己資本利益率 (％) 9.4 12.6 13.7 11.8 1.3

株価収益率 (倍) 18.2 21.6 19.1 8.3 33.3

配当性向 (％) 27.8 24.9 24.1 26.3 117.3

従業員数 (人) 1,949 1,982 2,080 2,145 2,152

　（注）１　売上高には消費税等を含まない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和18年12月ダイカスト製品の製造を目的として株式会社菱備製作所を設立。

昭和19年２月ダイカスト製品の製造を開始。

昭和29年３月プラスチック製品の製造を開始。

昭和35年６月広島証券取引所（現　東京証券取引所）へ株式を上場。

昭和36年10月東京、大阪両証券取引所へ株式を上場。

昭和36年12月オフセット印刷機の製造を開始。

昭和37年９月静岡工場の操業を開始。

昭和38年４月ダイカスト製ドアクローザの製造を開始。

昭和41年５月アルミニウムダイカスト製品の製造会社として三良坂工業株式会社（現　リョービミラサカ株式会社）

を設立。

昭和41年８月亜鉛ダイカスト・プラスチック製品の製造会社として御調工業株式会社（現　リョービミツギ株式会

社）を設立。

昭和41年９月釣用リールの製造を開始。

昭和43年10月電動工具の製造を開始。

昭和45年８月書体の開発・販売、印刷機の販売会社　株式会社晃文堂（現　リョービイマジクス株式会社）に資本参

加。

昭和46年５月電動工具の販売会社　東和電器株式会社（現　リョービ販売株式会社）に資本参加。

昭和47年11月電動工具の製造会社として世羅工業株式会社（現　リョービパワーツール株式会社）を設立。

昭和48年９月株式会社菱備製作所をリョービ株式会社に社名変更。

昭和50年12月コーポレートアイデンティティ（CI）システムを導入。

昭和55年１月東京に新社屋を建設し、広島・東京の二本社制を敷く。

昭和57年４月オーストラリアに電動工具、建築用品等の販売会社としてリョービオーストラリアPTY.LTD.を設立。

昭和60年６月米国にダイカスト製品の製造・販売会社としてシェラー・リョービCORP.（現　リョービダイキャス

ティング(USA),INC.）を設立。

昭和60年９月アルミニウム二次合金地金の製造・販売会社として生野株式会社を設立。

昭和61年１月東京本社別館（現　東京支社）を建設。

昭和61年12月米国の園芸用機器の製造・販売会社イナーシャダイナミクスCORP.（平成４年１月　リョービアウトド

アプロダクツINC.に社名変更）に資本参加。

昭和63年２月決算期を11月30日から３月31日に変更。

昭和63年８月米国にリョービモータープロダクツCORP.を設立し、シンガーCO.の電動工具部門の全資産を買収。

平成元年１月 フランスに電動工具等の販売会社としてリョービヨーロッパS.A.を設立。

平成元年２月 アルミニウム鋳物、ダイカスト製品の製造・販売会社　株式会社東京軽合金製作所に資本参加。

平成元年９月 米国に金融会社としてリョービファイナンスCORP.を設立。

平成２年２月 米国に電動工具等の販売会社としてリョービアメリカCORP.を設立。

平成２年５月 英国にダイカスト製品の製造・販売会社としてリョービアルミニウムキャスティング(UK),LTD.を設

立。

平成６年１月 中国に電動工具、建築用品の製造・販売会社として良明（大連）机器有限公司（現　利優比（大連）机

器有限公司）を設立。

平成６年４月 コーポレートアイデンティティ（CI）システムを見直し、新しいコーポレートロゴ・カラーを制定。

平成11年12月広島東工場の敷地内に印刷機器の新工場を建設。

平成12年３月東京本社ビルを売却。

平成12年６月米国で園芸用機器を製造・販売するリョービアウトドアプロダクツINC.他３社を米国のMTDプロダクツ

INCへ営業譲渡。

平成12年８月米国で電動工具を製造・販売するリョービモータープロダクツCORP.、リョービアメリカCORP.他２社を

香港のテクトロニックインダストリーズCO., LTD.へ営業譲渡。

平成12年９月釣具事業を株式会社上州屋へ営業譲渡。

平成13年８月欧州で電動工具、園芸用機器を販売するリョービヨーロッパS.A.他１社を香港のテクトロニックインダ

ストリーズCO.,LTD.へ譲渡。

平成14年３月オセアニアで電動工具、園芸用機器、建築用品を販売するリョービオーストラリアPTY.LTD.他１社を香

港のテクトロニックインダストリーズCO.,LTD.へ譲渡。

平成14年５月スポーツ用品（ゴルフクラブ）の製造・販売を終結。

平成17年４月中国にダイカスト用金型及びダイカスト製品の製造・販売会社として利優比圧鋳（大連）有限公司を

設立。

平成19年４月メキシコにダイカスト製品の製造会社としてアールディシーエム，S．de R.L．de C.V. を設立。
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３【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、子会社21社で構成され、ダイカスト製品、印刷機器、パワーツール及び建築用品の製造・販

売を主な事業内容としている。

　当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりである。

事業区分 主要製品 主要な会社

ダイカスト事業 ダイカスト製品、アルミニウム鋳物 当社

リョービミラサカ㈱

リョービミツギ㈱

㈱東京軽合金製作所

生野㈱

リョービダイキャスティング(USA),INC.

アールディシーエム, S. de R.L. de C.V.

リョービアルミナムキャスティング(USA), INC.

リョービアルミニウムキャスティング(UK), LTD.

利優比圧鋳（大連）有限公司

その他３社

（合計　13社）

印刷機器事業 オフセット印刷機、印刷周辺機器等 当社

リョービイマジクス㈱

リョービ機械㈱

（合計　３社）

住建機器事業 電動工具、園芸用機器、ドアクローザ、ヒ

ンジ、建築金物等

当社

リョービ販売㈱

リョービパワーツール㈱

利優比（大連）机器有限公司

（合計　４社）

　上記の他に４社あり、主にグループ内の会社に対するサービスを行っている。

　主要な会社は、北米のグループ会社の統括管理を行っているリョービホールディングス(USA),INCである。
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事業の系統図は次のとおりである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

役員の
兼任等

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

(連結子会社)               

リョービイマジクス㈱ 東京都北区 150印刷機器
72.8

(20.0)
有 有

当社印刷機器およ

び関連商品の国内

における販売

有

リョービ販売㈱ 名古屋市天白区 495住建機器
99.9

(6.7)
有 有

当社電動工具、園

芸用機器の国内に

おける販売

有

＊１

リョービミラサカ㈱
広島県三次市 25ダイカスト 94.8無 有

当社ダイカスト製

品の製造
有

リョービミツギ㈱ 広島県尾道市 100ダイカスト 99.1無 無
当社ダイカスト製

品の製造
有

㈱東京軽合金製作所 埼玉県行田市 320ダイカスト 66.1無 有
当社ダイカスト製

品の製造
無

生野㈱ 兵庫県朝来市 20ダイカスト 100.0無 無

アルミニウム二次

合金地金を製造

し、当社へ販売

有

リョービパワーツール㈱
広島県世羅郡

世羅町
20住建機器

100.0

(60.0)
無 無

当社電動工具、園

芸用機器の製造
有

＊１

リョービホールディング

ス(USA),INC.

アメリカ・イン

ディアナ・シェル

ビービル

US＄

2,000

全社（共

通）
100.0有 有

北米の連結子会社

の統括管理
無

＊１

リョービダイキャスティ

ング(USA),INC.

アメリカ・イン

ディアナ・シェル

ビービル

US＄

1,000
ダイカスト

100.0

(100.0)
有 有

当社からのダイカ

スト製品・金型の

仕入及び技術指導

無

アールディシーエム，

S．de R.L. de C.V.

メキシコ・グアナ

フアト・イラプア

ト

N$

66,803,431
ダイカスト

100.0

(100.0)
有 無 無 無

リョービアルミニウム

キャスティング(UK),

LTD.

イギリス・アント

リム・キャリク

ファーガス

Stg£

8,000,000
ダイカスト 100.0有 有

当社からの金型の

仕入及び技術指導
無

＊１

利優比（大連）机器有限

公司

中国・遼寧・大連
百万円

3,120
住建機器 100.0有 有

当社電動工具、園

芸用機器、建築用

品の製造

無

＊１

利優比圧鋳（大連）有限

公司

中国・遼寧・大連
RMB

196,415,960
ダイカスト 100.0有 有

当社ダイカスト用

金型の製造
無

その他　３社               

(持分法適用子会社)               

リョービ開発㈱ 広島県庄原市 10その他
100.0

(30.0)
無 無 無 有

その他　１社               

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　＊１　特定子会社に該当する。

３　議決権の所有割合の（　）は、間接所有で内数である。

４　リョービダイキャスティング(USA), INC.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結

売上高に占める割合が10％を超えており、主要な損益情報等は次のとおりである。

 
売上高
(百万円)

経常損失
(百万円)

当期純損失
(百万円)

純資産額
(百万円)

総資産額
(百万円)

リョービダイキャスティング

(USA), INC.
21,277 1,149 1,209 4,194 17,271
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成21年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ダイカスト
3,133 

　　       [60]

印刷機器
613 

      　　　　　[14]

住建機器
1,512 

　 　　　　　　[594]

全社（共通）
170 

[2]

合計
5,428 

　　　　　　[670]

　（注）１　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社への出向者を含

む。）であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載している。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いている。

(2）提出会社の状況

 （平成21年３月31日現在）

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,152 40.7 18.2 6,021,361

　（注）１　従業員数は就業人員である。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(3）労働組合の状況

　労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度のわが国経済は、上半期は比較的堅調に推移したが、下半期は米国に端を発した世界的な金融危機

が実体経済に深刻な影響を及ぼした。需要の減少、急速な円高に対応した減産、雇用調整などが進み、かつてない厳

しさであった。

　急激な景気の悪化は米国、欧州などの先進国、中国などの新興国、さらには資源国など、世界中へ広がり、未だ底が

見えない状況が続いている。

このような情勢のもとで、当社グループは積極的な販売活動とユーザーニーズをとらえた新商品の開発を進める

とともに、需要の減少に伴う減産、原価低減や経費削減、業務の効率化など、諸施策を実行した。

しかし、第３四半期以降の急激な経営環境の悪化によって売上高が激減、また、減価償却費の負担増などもあり、

当連結会計年度の業績は前期に比べて大幅な減収、減益となった。

  

　　　 ＜連結業績＞　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　                 

 前期実績（百万円） 当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　売上高 216,180　　　　　 176,340 △39,840 (△18.4%)

　営業利益 14,235 　　 (6.6%) 1,804 (1.0%) △12,430 (△87.3%)

　経常利益 13,876 (6.4%) 1,570 (0.9%) △12,305 (△88.7%)

　当期純利益 8,207 (3.8%) 160 (0.1%) △8,047 (△98.0%)

　　　　　　　　                  　       　       （ ）内は売上高利益率、ただし増減欄は増減率

 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。 

　　　 ＜連結売上高＞　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　               

 前期実績（百万円） 当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　ダイカスト 148,595　　　　　 ( 68.7%) 122,774 ( 69.6%)△25,821 (△17.4%)

　印刷機器 40,963 　　 ( 18.9%) 29,436 ( 16.7%)△11,526 (△28.1%)

　住建機器 26,621 ( 12.3%) 24,129 ( 13.7%) △2,492 ( △9.4%)

　合計 216,180 (100.0%) 176,340 (100.0%)△39,840 (△18.4%)

　　　　　　　　                  　       　    　  　 （ ）内は構成比率、ただし増減欄は増減率

 

　　　 ＜連結営業利益＞　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　               

 前期実績（百万円） 当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　ダイカスト 7,645　　　　　 ( 5.1%) 458 (0.4%) △7,187 (△94.0%)

　印刷機器 4,940　　 (12.1%) 555 (1.9%) △4,385 (△88.8%)

　住建機器 1,649 ( 6.2%) 796 (3.3%) △853 (△51.7%)

　合計 14,235 ( 6.6%) 1,804 (1.0%) △12,430 (△87.3%)

　　　　　　　　                  　       　       （ ）内は売上高利益率、ただし増減欄は増減率

（注）合計はセグメント間取引相殺後の金額である。 

 

ダイカスト事業は、世界的な自動車需要の減少により、主要な得意先である日米自動車メーカー各社の減産の

影響を受けて受注量が大幅に減少し、前期比減収となった。さらに、減価償却費の負担増などもあり、前期に比べ

て大幅な減益となった。

印刷機器事業は、印刷業界の不振に伴う設備投資の抑制、円高の進行などにより、欧米、アジア向けの輸出が減

少し、前期に比べて大幅な減収減益となった。

住建機器（パワーツール、建築用品）事業は、国内の住宅着工戸数の減少や販売競争の激化、個人消費の減退

などで前期比減収減益となった。
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　所在地別セグメントの状況は次のとおりである。

　　　 ＜連結売上高＞　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　               

 前期実績（百万円） 当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　日本 182,723　　　　　 ( 84.5%) 147,866 ( 83.8%)△34,856 (△19.1%)

　米州 25,151　　 ( 11.6%) 21,277 ( 12.1%) △3,873 (△15.4%)

　その他の地域 8,305 (  3.9%) 7,195 (  4.1%) △1,110 (△13.4%)

　合計 216,180 (100.0%) 176,340 (100.0%)△39,840 (△18.4%)

　　　　　　　　                  　       　    　  　 （ ）内は構成比率、ただし増減欄は増減率

 

　　　 ＜連結営業利益＞　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　　　               

 前期実績（百万円） 当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　日本 13,764　　　　　 (  7.5%) 2,975 (  2.0%) △10,788 (△78.4%)

　米州 682　　 (  2.7%) △384 (△1.8%) △1,066 (   -   )

　その他の地域 △212 (△2.6%) △659 (△9.2%) △447 (   -   )

　合計 14,235 (  6.6%) 1,804 (  1.0%)△12,430 (△87.3%)

　　　　　　　　                  　       　       （ ）内は売上高利益率、ただし増減欄は増減率

　（注）合計はセグメント間取引相殺後の金額である。 

 

　日本は全事業での売上高の減少や減価償却費の負担増などにより減益となった。

　米州はダイカスト事業の売上高の減少などにより減益となった。

　その他の地域はダイカスト事業の売上高の減少などにより減益となった。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が大きく減少したが、減価償

却費の増加、売上債権やたな卸資産の減少、法人税等の支払額の減少などにより前期に比べ2億88百万円増加し、81

億22百万円の収入となった。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより180億88百万円を支出した。その結果、フ

リー・キャッシュ・フローは99億65百万円の支出となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは、フリー・キャッシュ・フローの支出に充当するため借入金で調達し、126

億22百万円の収入となった。

これらにより当期末の現金及び現金同等物の残高は期首に比べ、19億45百万円増加し、120億84百万円となった。

　             　　　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　  　　　      

 前期実績（百万円）当期実績（百万円） 増 減（百万円）

　営業活動による

　キャッシュ・フロー
7,834 8,122 288 

　投資活動による

　キャッシュ・フロー 
△18,649 △18,088 561 

　フリー・キャッシュ・

　フロー
△10,815 △9,965 850 

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産状況

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ダイカスト 119,663 △20.2

印刷機器 14,947 △43.1

住建機器 16,120 △12.2

合計 150,731 △22.5

　（注）　金額は販売価格であり、消費税等を含まない。

(2）受注状況

　ダイカスト事業の生産は、ダイカスト生産方式の特殊性により連続受注生産を主体としている。

　連続受注生産による取引は、一般的には取引先より示された数ヶ月の内示をもとに生産を行い、短納期で受ける確

定注文により出荷するという形態をとっている。

　一般的には内示を受注ととらえているが、取引先によりその確度に差があるため、画一的な受注高の金額表示は困

難である。
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　また、ダイカスト事業以外の事業の生産は、主に需要予測を考慮した見込生産を主体としている。

　そのため、受注高の金額表示は行っていない。

(3）販売状況

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ダイカスト 122,774 △17.4

印刷機器 29,436 △28.1

住建機器 24,129 △9.4

合計 176,340 △18.4

　（注）　金額には消費税等を含まない。

３【対処すべき課題】

　当社グループが将来へ向けて成長・発展し続けるためには、競争力を強化し、収益力を向上することが不可欠であ

る。当社グループならではの技術、商品、サービスを提供し、それぞれの事業分野で一層存在感がある企業になるよう、

種々の取り組みを行っている。コストダウンや生産性向上についても各事業が強力に取り組んでいる。

　各事業の取り組みは、「７　財政状態及び経営成績の分析」の「(3）戦略的現状と見通し」に記載しているが、これ

らの取り組みを推進していくことが課題であると考えている。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの経営成績及び財務状況等

（株価等を含む）に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項と考えている。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1）得意先の状況

　当社グループの売上高はダイカスト事業の自動車向けの比率が高い。ダイカスト事業は受注生産であり、自動車業

界の生産及び販売の状況により売上高が変動する可能性がある。日本、北米、欧州をはじめとする世界市場において

景気後退及びそれに伴う需要の縮小があった場合は、当社グループの経営成績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可

能性がある。

　また、当社グループは日本、米州、欧州、中国において自動車用ダイカスト部品を生産しており、多くの自動車メー

カー及び自動車部品メーカーと取引を行っている。取引先自動車メーカー（間接的な取引を含む）の生産及び販売

状況によっては、当社グループの経営成績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性がある。

(2）為替レートの変動

　住建機器事業においては海外生産比率が高く、生産を行う地域の通貨価値の上昇は、それらの地域における製造と

調達のコストを押し上げる可能性がある。コストの増加は、当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、業績に

悪影響を及ぼす可能性がある。

　一方、印刷機器事業においては輸出比率が高く、円高は当社グループの利益率と価格競争力を低下させ、業績に悪

影響を及ぼす可能性がある。

(3）原材料費の変動

　ダイカスト事業においては、主要な原材料であるアルミニウム合金の市場価格が変動した場合、一般的には取引先

との合意により販売価格に転嫁することになっているが、もし販売価格に転嫁できなければ、当社グループの経営

成績及び財務状況等に悪影響を及ぼす可能性がある。

(4）株式保有リスク

　当社グループは、金融機関や販売又は仕入に係る取引会社の株式を保有しているため、株式市場の価格変動リスク

を負っている。株式の価格変動リスクについては特別のヘッジ手段を用いていない。なお、有価証券に係る時価に関

する情報は「第５　経理の状況」の有価証券関係の注記に記載している。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

６【研究開発活動】

  当社グループの研究開発活動は、独創的で高品質な商品やサービスを創造し提供するために、当社のダイカスト本

部研究開発部および各完成商品の開発・設計・技術部門が中核となり、グループ全体で相互に連携をとりながら行っ

ている。

　当連結会計年度の研究開発費は2,004百万円で、事業別の主な研究開発の状況は次のとおりである。

［ダイカスト事業］

　ダイカストでは、アルミ合金等の材料、金型設計、鋳造技術・工法等について研究開発を行っている。

　当事業に係る研究開発費は481百万円である。

［印刷機器事業］

　印刷機では、オフセット印刷機の高速化、自動化、省力化、印刷物の高品質化・高付加価値化、環境負荷低減、印刷周辺

機器等について研究開発を行っている。当連結会計年度は、生産性を高めたＢ２サイズオフセット印刷機、ニスコー

ティング仕様のＡ１サイズオフセット印刷機、普及モデルのＡ３サイズオフセット印刷機を開発した。また、Ｂ２サイ

ズ及びＡ１サイズオフセット印刷機用のＬＥＤ－ＵＶ印刷システム等を開発した。

　当事業に係る研究開発費は840百万円である。
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 ［住建機器事業］

　パワーツール（電動工具・園芸用機器等）では、モーターの小型化および高出力化、本体の軽量・コンパクト化、安

全性・操作性・利便性・耐久性の向上の他、人間工学に基づく商品デザイン等について研究開発を行っている。当連

結会計年度は充電式芝刈機、電子集じん丸ノコ、充電式小型レシプロソー、チェンソー等の新商品を開発した。

　建築用品では、利便性、施工性および安全性はもとより、バリアフリーなどのユニバーサルデザイン等についても研

究開発を行っている。当連結会計年度は大型ドア用のドアクローザ、オートスイングヒンジ等の新商品を開発した。

　当事業に係る研究開発費は682百万円である。

 

７【財政状態及び経営成績の分析】

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めている

が、ここ数年の各事業のビジネス環境の変化に鑑みると、当社グループを取り巻く事業環境は、さらに厳しさを増すこ

とが予想される。

　当社グループは「技術と信頼と挑戦で、健全で活力にみちた企業を築く。」を企業理念として、お客様や社会のニー

ズに応え、独創的で高品質な商品やサービスを創造し、提供することにより、かけがえのない存在になることをめざし

ている。

　当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりである。

(1）重要な会計方針等

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。なお、在外子会社の財務諸表は、それぞれの所在国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されている。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

　ダイカスト事業、印刷機器事業、住建機器事業のすべての事業で減収となった。

　ダイカスト事業は、世界的な自動車需要の減少により、主要な得意先である日米自動車メーカー各社の減産の影

響を受けて受注量が大幅に減少し減収となった。印刷機器事業は印刷業界の不振に伴う設備投資の抑制、円高の

進行などにより、欧米、アジア向けの輸出が減少し減収となった。住建機器事業は、国内の住宅着工戸数の減少や

販売競争の激化、個人消費の減退などで減収となった。。

　この結果、当連結会計年度の売上高は、前期比18.4％減の1,763億40百万円となった。

②　営業利益

　コストダウンの推進、生産性の向上などに努めたが、売上高の減少、減価償却費の負担増などにより営業利益は

減益となり、売上高営業利益率は1.0％となった。

　事業別では、ダイカスト事業は売上高の減少や減価償却費の負担増などにより減益となった。印刷機器事業は、

海外販売の減少などにより減益となった。住建機器事業は国内販売の減少などにより減益となった。

　この結果、当連結会計年度の営業利益は、前期比87.3％減の18億４百万円となった。

③　経常利益

　営業外損益においては、前期に比べて大きな増減はなく、当連結会計年度の経常利益は営業利益の悪化により前

期比88.7％減の15億70百万円となった。

④　当期純利益

　特別損益においては、リース会計基準の適用に伴う影響額や減損損失の発生などにより特別損失が増加した。

又、法人税等において繰延税金資産の取崩しにより法人税等が増加した。

　この結果、当連結会計年度の当期純利益は、前期比98.0％減の１億60百万円となった。
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(3）戦略的現状と見通し

　当社グループとしては、将来へ向けて成長・発展し続けるために、競争力強化、収益力向上の取り組みを、より一層

推進していく。

　各事業別の今後の主な取り組みは次のとおりである。

①　ダイカスト事業

　高品質・高付加価値製品の開発、技術開発力の強化および日本、米州、欧州、中国での生産体制を活かした受注・

売上高の拡大をはかっていく。当事業の世界戦略体制を一層強化するため平成19年４月、メキシコへ生産拠点を

設立し、平成20年８月に稼動を開始した。また、製造及び販売（国内外グループ）一体となった生産性の向上によ

り、低コスト化を推進していく。

　自動車関連分野においては、車体軽量化（パワートレイン部品や車体フレーム部品のアルミダイカスト化）に

対応する技術力強化を行うと同時に、大量受注や加工付き生産のニーズヘの対応力強化に努める。

　また、自動車関連分野以外の電機・通信分野や、リサイクル性を求める分野の需要開拓を行っていく。

②　印刷機器事業

　精度の高い多色化と機能の高度化を追求し、世界市場での評価を一層強固にするため、新商品の開発、生産力・

販売力の強化を進めていく。また、ＩＴ化、デジタル化に対応した商品や環境に配慮した商品を開発するなど、

マーケットニーズに合った商品の拡充に取り組んでいく。

　当連結会計年度において当社グループは、小型、中型オフセット印刷機で培ってきた技術力とノウハウを結集し

て、Ｂ１サイズ高速オフセット多色印刷機を開発し、大型印刷機市場に参入した。品質・機能の向上、販売・サー

ビス体制の充実をはかり、競争力を高めて拡販を進めていく。また、生産体制の最適化やコストダウン、生産性の

向上に取り組み、収益力をいっそう高めていく。

③　住建機器事業

　パワーツール（電動工具・園芸用機器等）事業は、小型、軽量、コンパクトをコンセプトにした商品開発体制、日

本と中国・大連での生産体制などを活かし、プロ用からＤＩＹまでニーズに応えた商品を提供している。商品企

画力・販売力の強化、品質・生産性向上などの取り組みを一層推進することにより、競争力の強化をはかってい

く。

　建築用品事業は、主力のドアクローザなどは主として中国・大連の子会社で生産している。特長のある商品の開

発、品質・生産性向上、コストダウンの推進、価格競争力の強化などにより、収益性の向上をはかっていく。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　資産及び負債・純資産

当連結会計年度の連結総資産は、売上高の減少に伴い受取手形及び売掛金や商品及び製品が減少した。その結

果、前期末に比べ287億73百万円減少し、1,671億98百万円となった。

負債は仕入債務の減少などにより前期末に比べ190億60百万円減少し、991億92百万円となった。受取手形割引

高及びリース債務を除いた有利子負債残高は前期末に比べ133億98百万円増加し、585億56百万円となった。

純資産は当期純利益１億60百万円の計上による増加や配当金の支払いによる減少などにより680億6百万円と

なった。純資産から少数株主持分を差し引いた自己資本は671億72百万円となり、自己資本比率は40.2%となっ

た。　

②　資金の流動性

　当社グループのフリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッ

シュ・フロー）は、前期の108億15百万円の支出から当連結会計年度は99億65百万円の支出となり、８億50百万増

加した。主な要因は、有形固定資産の取得の減少などにより投資活動によるキャッシュ・フローが前期比で５億

61百万円増加したためである。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、将来の資金需要に備えるため借入金で調達し、前期比で92億45百万円

増加している。

　当社グループはキャッシュ・フローを重視した財務戦略を進めており、設備投資資金についても投資効率性な

どを分析した上で、原則として営業活動から得た収入を充当していく方針である。
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　なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりである。

 前連結会計年度 当連結会計年度

自己資本比率(％) 39.2 40.2

時価ベースの自己資本比率(％) 32.1 16.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 5.8 7.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.9 7.4

　（注）　自己資本比率：（自己資本）÷（総資産）

時価ベースの自己資本比率：（株式時価総額）÷（総資産）

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：（有利子負債）÷（営業キャッシュ・フロー）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：（営業キャッシュ・フロー）÷（利払い）

１　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算している。

２　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。

３　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としている。

４　営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用している。

５　利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。

(5）将来予測に関する留意事項

　今後の方針・戦略などの将来予測に関する事項については、有価証券報告書提出日現在で入手可能な情報に基づ

き作成したものであり、様々なリスクや不確定要素が内在している。実際の行為や業績は、経済情勢、事業環境、需要

動向及び為替動向などにより、記載している将来予測と大きく異なる可能性がある。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）では、資金の全体的、効果的な配分や、利益計画、キャッシュ・フローを考慮し

た設備投資を行っている。当連結会計年度の設備投資（ダイカスト事業の金型を除く）の内訳は、次のとおりである。

 当連結会計年度  前年同期比

ダイカスト 10,937百万円 △6.9％

印刷機器 254  △89.0

住建機器 601  △17.5

合計 11,793  △20.3

　ダイカスト事業においては、国内では既存設備の維持更新および生産能力の増強のために3,331百万円の設備投資を

行った。主要な設備としては、当社のダイカスト製品鋳造設備・ダイカスト製品加工設備などが挙げられる。また、海

外では既存設備の維持更新および生産能力増強のために7,606百万円の設備投資を行った。主要な設備としては、在外

子会社である利優比圧鋳(大連)有限公司のダイカスト製品加工設備などが挙げられる。

　住建機器事業においては、国内では新規商品対応のため381百万円の設備投資を行った。主要な設備としては、当社の

金型などが挙げられる。

　所要資金については、自己資金及び金融機関からの借入によっている。
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２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

本社・広島工場

(広島県府中市)

全社(管理業務)

・ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備等
492 1,048

203

(29)
320 2,321 4,387879

静岡工場

(静岡市清水区)
ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備
1,307 2,615

706

(66)
281 72 4,982418

広島東工場

(広島県府中市)

ダイカスト・

印刷機器

ダイカスト製

品・印刷機器

生産設備

4,808 4,100
2,799

(127)
190 118 12,018423

印刷機器工場

(広島県府中市)

(注)２

印刷機器
印刷機器生産

設備
71 127

－

(－)
24 28 251 125

東京支社

(東京都北区)

ダイカスト・

住建機器
その他設備 649 1

639

(6)
－ 86 1,377100

大阪支店

(大阪府高槻市)

ダイカスト・

住建機器
その他設備 188 －

1,885

(3)
－ 43 2,116 26

名古屋営業所

(名古屋市天白区)

ダイカスト・

住建機器
その他設備 205 －

3,202

(5)
－ 4 3,412 13

(2）国内子会社

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

リョービミラサカ㈱

(広島県三次市)
ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備
1,339 2,413

236

(154)
307 397 4,694423

リョービミツギ㈱

(広島県尾道市)
ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備
183 398

30

(61)
3 14 631 199

㈱東京軽合金製作所

(埼玉県行田市)
ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備
945 2,091

1,980

(45)
111 260 5,389259

リョービパワーツール㈱

(広島県世羅郡世羅町)
住建機器

電動工具等生

産設備
149 89

79

(8)
17 8 345 17

リョービ機械㈱

(広島県府中市)
印刷機器

印刷機器生産

設備
120 23

35

(12)
－ － 178 －

(3）在外子会社
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会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

リョービダイキャスティ

ング(USA),INC.

(アメリカ・インディアナ

・シェルビービル)

ダイカスト
ダイカスト製

品生産設備
2,315 6,171

60

(237)
－ 1,65410,202514

アールディシーエム，S．

de R.L. de C.V.

(メキシコ・グアナフアト

・イラプアト)(注)３

ダイカスト
ダイカスト製

品生産設備
1,462 22

78

(58)
－ 9 1,573 61

リョービアルミニウム

キャスティング(UK),LTD.

(イギリス・アントリム・

キャリクファーガス)

ダイカスト
ダイカスト製

品生産設備
1,550 2,290

65

(110)
－ 52 3,958188

利優比圧鋳（大連）有限

公司

(中国・遼寧・大連)

(注)４

ダイカスト

ダイカスト用

金型およびダ

イカスト製品

生産設備

763 1,638

－

(－)　

[60]　

－ 1,482 3,884142

利優比（大連）机器有限

公司

(中国・遼寧・大連)

(注)４

住建機器
電動工具等生

産設備
571 1,224

－

(－)　

[44]　

－ 92 1,888937

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含まな

い。

２　土地、建物及び構築物及び機械装置の一部を国内子会社であるリョービ機械㈱より賃借している。

３  在外子会社であるアールディシーエム，S.de R.L. de C.V.は、機械装置及び運搬具の一部を在外子会社で

あるリョービダイキャスティング(USA),INCより賃借している。

４　土地を中華人民共和国より賃借している。賃借している土地の面積については、［　］で外書きをしている。

５　現在休止中の主要な設備はない。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して計画してい

る。

　なお、設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しているが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を

行っている。

　主な実施予定の設備計画は次のとおりである。

(1）新設・改修

会社名・事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
投資予定額
(百万円) 資金調達

方法
着手及び完了予定 完成後の

増加能力
総額 既支払額 着手 完了

当社　本社・広島工場

（広島県府中市）
 ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備等
900 － 自己資金

平成21年

４月

 平成22年

３月 
－

当社　静岡工場

（静岡市清水区）
 ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備等
1,200 － 自己資金 

平成21年

４月 

 平成22年

３月 
－

リョービミラサカ㈱

（広島県三次市）
 ダイカスト

ダイカスト製

品生産設備等
1,000 －

自己資金

親会社借入

金 

 平成21年

４月 

 平成22年

３月 
－

リョービダイキャスティン

グ(USA),INC.

（アメリカ・インディアナ

・シェルビービル）

 ダイカスト
ダイカスト製

品生産設備等
1,800 －

自己資金 

借入金

 平成21年

１月 

 平成21年

12月 
－

利優比圧鋳（大連）有限公

司

（中国・遼寧・大連）

 ダイカスト
ダイカスト製

品生産設備等
2,200 － 借入金

 平成21年

１月 

 平成21年

12月 
 (注)

　（注）完成後の増加能力は、ダイカスト事業全体で若干増加となる。

 

(2）除却等

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 171,230,715171,230,715
東京証券取引所

(市場第１部)
単元株式数1,000株

計 171,230,715171,230,715 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年４月１日～

平成15年３月31日(注)
－ 171,230,715 － 18,472△11,900 11,617

　（注）　「資本準備金」の減少額は、平成14年６月27日開催の定時株主総会決議に基づき、「その他資本剰余金」に振替

えたものである。

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関 金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他 計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 57 34 197 105 9 11,32811,730 －

所有株式数
(単元)

－ 79,3101,18820,28817,263 40 52,826170,915315,715

所有株式数
の割合(％)

－ 46.40 0.70 11.8710.10 0.02 30.91100.00 －

　（注）１　自己株式9,466,799株は「個人その他」に9,466単元及び「単元未満株式の状況」に799株含めて記載してい

る。

２　上記の「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式を１単元含めて記載している。
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口
東京都中央区晴海１丁目８番11号 12,481 7.28

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 9,300 5.43

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 8,067 4.71

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 7,823 4.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 6,523 3.80

菱工会持株会 広島県府中市目崎町762番地 6,077 3.54

 日本トラスティ・サービス信

 託銀行株式会社信託口４Ｇ 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,794 3.38

財団法人浦上奨学会  広島県府中市目崎町762番地 5,380 3.14

サジヤツプ

 

（常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

P.O. BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM 

OF SAUDI ARABIA

 （東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

 

4,174 2.43

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 3,503 2.04

計 － 69,124 40.40

　（注）１　上記のほか、当社が保有している自己株式9,466千株がある。

２　菱工会持株会は、当社と取引のある会社の持株会である。

　　　３　財団法人浦上奨学会は、昭和45年３月16日、社会有用の人材育成を目的として、広島県東部に居住する学徒に対す

る奨学援護を行うために設立された。理事長は、当社代表取締役会長浦上　浩である。

　　　４　住友信託銀行株式会社から平成20年４月22日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成20年

４月15日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末の実質

所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 10,173 5.94

　　　５　ピクテ・アセット・マネジメント・リミテッド及びその共同保有者であるピクテ投信投資顧問株式会社から平

成20年１月18日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成20年１月15日現在でそれぞれ

以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確

認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。
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氏名又は名称 住所
保有株券等の

数
（千株）

株券等保有割合
(％)

ピクテ・アセット・マネジメント・リミ

テッド

Moorhouse,Level 11 120 London Wall 

London EC2Y 5ET,Great Britain
7,221 4.22

ピクテ投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番１号 56 0.03

　　　６　ベイリー・ギフォード・アンド・カンパニー及びその共同保有者であるベイリー・ギフォード・オーバーシー

ズ・リミテッドから、平成20年３月24日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年３月14日現在で

それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末の実質所有株

式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数
（千株）

株券等保有割合
(％)

ベイリー・ギフォード・アンド・

カンパニー

カルトン・スクエア、１グリーンサイド・ロウ、

エジンバラ　EH1 3AN　スコットランド
3,852 2.25

ベイリー・ギフォード・オーバー

シーズ・リミテッド

カルトン・スクエア、１グリーンサイド・ロウ、

エジンバラ　EH1 3AN　スコットランド
4,810 2.81

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

9,466,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

161,449,000
161,449 ―

単元未満株式
普通株式

315,715
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 171,230,715― ―

総株主の議決権 ― 161,449 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権１個）を含めて記載し

ている。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

リョービ株式会社
広島県府中市目崎町

762番地
9,466,000 － 9,466,000 5.52

計 ― 9,466,000 － 9,466,000 5.52

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する

　　　　　　　　　普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項なし。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年10月31日）での決議状況
（取得期間　平成20年11月４日～平成21年３月23日）

5,000,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 5,000,000 927,857,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 6,899 1,921,374

当期間における取得自己株式 110 19,800

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買増請求による売渡し）
2,447 710,221 － －

保有自己株式数 9,466,799 － 9,466,909 －

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。
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３【配当政策】

　当社は収益力の向上、企業体質の強化をはかりながら、業績に応じた安定した配当を継続することを基本にしていま

す。内部留保資金につきましては、有効的な投資に活用し、中長期的な競争力の強化と収益力の向上をはかっていま

す。

　配当の回数につきましては、中間期と期末の年２回行うことを基本方針としており、これらの配当の決定機関につき

ましては、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会です。

　当事業年度の配当につきましては、中間配当金は１株当たり６円をすでに実施しましたが、当事業年度の業績が大幅

に悪化したことなどにより、期末配当金は誠に不本意ながら無配とさせていただきました。

　翌事業年度につきましては、時期業績予想が当期実績より更に悪化する見込みであることから、誠に不本意ながら見

送りとさせていただく予定です。

　なお、当社は取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として会社法第454条第５項に規定する中間配当を行う

ことができる旨を定款に定めています。

 

　当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

 平成20年10月31日

取締役会決議
1,000 6

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 520 906 1,096 959 434

最低(円) 340 449 650 319 135

　（注）　株価は東京証券取引所市場第１部における市場相場である。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 287 226 215 194 170 192

最低(円) 158 188 166 161 140 135

　（注）　株価は東京証券取引所市場第１部における市場相場である。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 会長 浦上　浩 昭和11年６月24日生

昭和35年１月 当社入社

平成20年

６月から

２年

904

昭和40年２月 企画部長

昭和44年１月 当社取締役

昭和47年７月 当社代表取締役社長

平成16年６月 当社代表取締役会長(現任)

代表取締役 社長 吉川　進 昭和18年１月28日生

昭和40年３月 当社入社

平成20年

６月から

２年

140

平成３年５月 ダイカスト本部静岡工場長

平成４年６月 当社取締役

平成９年６月 当社常務取締役

平成16年６月 当社代表取締役社長(現任)

取締役

常務執行役員

ダイカスト本部

長

横山　隆志 昭和24年８月６日生

昭和48年４月 当社入社

平成21年

６月から

２年

30

平成10年４月 ダイカスト本部長

平成11年６月 当社取締役(現任)

平成12年６月 当社執行役員　

ダイカスト本部長

平成17年６月 当社常務執行役員ダイカスト

本部長(現任)

平成19年１月 利優比圧鋳(大連)有限公司　

董事長(現任)

取締役

執行役員

グラフィック

システム本部長

石井　浩司 昭和22年２月26日生

昭和44年４月 当社入社

平成21年

６月から

２年

35

平成９年３月 グラフィック システム本部

長

平成12年６月 当社執行役員　グラフィック 

システム本部長(現任)

平成17年６月 当社取締役(現任)

取締役  浦上　彰 昭和40年５月20日生

平成元年４月 当社入社

平成21年

６月から

２年

63

平成12年10月建築用品部長

平成15年６月 当社執行役員　建築用品部長

平成16年11月当社執行役員　ダイカスト本

部副本部長兼企画管理部長、

マーケット開発部長

平成17年６月 当社取締役(現任)

平成19年６月 リョービイマジクス株式会社

代表取締役社長(現任)

取締役
執行役員

住建機器本部長
鈴木　健二郎 昭和33年２月６日生

昭和57年４月 当社入社

平成21年

６月から

２年

18

平成15年３月 住建機器本部長兼企画管理部

長

平成15年６月 当社執行役員　住建機器本部

長(現任)兼企画管理部長

平成17年６月 当社取締役(現任)

取締役(社外)  大岡　哲 昭和26年４月24日生

平成14年12月日本政策投資銀行審議役退任 平成20年

６月から

２年

7平成15年６月 当社監査役

平成18年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役  小林　照三 昭和18年１月24日生

昭和49年１月 当社入社 平成19年

６月から

４年

28平成７年８月 企画部企画担当部長

平成12年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役(社外) 加藤　大朗 昭和17年10月20日生

昭和40年４月 三菱商事株式会社入社

平成18年

６月から

４年

4

平成12年３月 三菱商事軽金属販売株式会社

代表取締役社長(出向)

平成17年10月三菱商事株式会社退職

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役  三船　強 昭和14年12月14日生 

昭和48年４月 当社入社

平成19年

６月から

４年

20

昭和58年２月 当社取締役

昭和62年10月当社常務取締役

平成７年６月 当社専務取締役

平成16年６月 当社顧問

平成19年６月 当社監査役(現任)

監査役(社外)  黒澤　泉 昭和５年５月９日生

平成８年６月 日本ナショナル製缶株式会社

代表取締役会長退任
平成20年

６月から

４年

10
平成18年６月 当社補欠監査役

平成20年６月 当社監査役(現任)

   計    1,264

　（注）１　取締役大岡　哲は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。

２　監査役加藤大朗及び黒澤泉は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

３　当社は、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

重崎　高至 昭和26年２月12日生

昭和48年４月株式会社シバソク入社

43
昭和56年６月同社取締役

平成３年６月 同社代表取締役社長(現任)

平成20年６月当社補欠監査役

４　取締役浦上　彰は代表取締役会長浦上　浩の長男である。

５　所有株式数には、役員持株会における各自の持分を含めた実質所有株式数を記載している。なお、平成21年６

月分の持株会による取得株式数は、提出日（平成21年６月25日）現在確認ができないため、平成21年５月末

現在の実質所有株式数を記載している。

６　当社では、取締役会の活性化と業務執行機能の強化をはかるために、執行役員制度を導入している。執行役員

は取締役浦上　彰及び大岡　哲の両氏を除く取締役５名が兼務しているほか、次の７名で構成している。

伊東　邦侑 執行役員　東京支社長、ダイカスト本部ダイカスト営業統括担当部長

本川　直道 執行役員　人事部長、情報システム担当

檀上　和秋 執行役員　資材・施設部長、総務担当

大澤　章治 執行役員　ダイカスト本部静岡工場長

堂本　秀樹 執行役員　グラフィック システム本部副本部長兼管理部長

川口　裕幸 執行役員　財務部長

鈴木　 隆 執行役員　住建機器本部建築用品部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　「技術と信頼と挑戦で、健全で活力にみちた企業を築く。」という企業理念に基づき、持続的な価値創造と、よりよ

い社会の実現をめざして社会的責任を果たしていくことは、当社グループ共通の経営の基本である。社会的責任と

は、有用な商品・サービスの提供はもとより、積極的な情報開示、コンプライアンス、リスク管理、社会貢献活動な

ど、いろいろな側面がある。当社が企業理念に基づいて、この社会的責任を果たしながら、成長・発展するためには、

当社にあったコーポレート・ガバナンスを確立・運用することが重要と考えている。

　企業理念の「信頼」は当社グループの経営姿勢を表している。企業活動を通じてお客様や株主、取引先など、全て

のステークホルダーから当社グループとかかわってよかったと思っていただけることを願っている。そのためには

社員一人ひとりの行動や企業の行動が「信頼」に値するものでなくてはならない。こうした観点からもコーポレー

ト・ガバナンスが重要であると認識している。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は取締役、監査役制度をとっており、引き続きこの体制でコーポレート・ガバナンスの充実をはかってい

く。当事業年度末現在、取締役は８名（うち１名は社外取締役）、監査役は４名（うち２名は社外監査役）を選任

している。

　また、平成12年６月から執行役員制度を導入しており、当事業年度末現在13名となっている。

　当社の業務執行の体制、経営監視及び内部統制の体制は次のとおりである。

 

EDINET提出書類

リョービ株式会社(E01379)

有価証券報告書

 26/103



②　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　「取締役会」では主として重要事項の意思決定及び業務執行の監督を、執行役員を中心とする「業務執行会

議」では主として業務執行状況の進捗確認などを行い、それぞれ月１回以上開催している。そのほか、取締役の報

酬を決定する「報酬委員会」、取締役・執行役員等の推薦や、人材の配置・育成、組織機能の最適化を検討する

「人事・組織委員会」を設けている。

　また、法令および社会規範、社内規程や業務基準など、企業活動を進めるうえでのルールを遵守することをコン

プライアンスととらえ、企業倫理意識の高揚、徹底をはかっている。推進体制としては、「コンプライアンス委員

会」を設置し、企業行動憲章、自主行動規準などを定め、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するた

めの活動を行っている。

③　内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査は当社の法務・監理課（人員７名）が担当し、経営効率の増進、会社の継続的発展及び企業価値の向上

に資することを目的として、内部監査規定に基づいて当社及びグループ会社の内部監査を実施している。会社の

組織、制度及び業務が経営方針及び諸規定に準拠し、適正かつ効率的に運用されているかを検証、評価及び助言す

ることにより、内部統制システムの整備をはかっている。

　監査役監査は常勤監査役が中心となり、毎月開催される取締役会及び業務執行会議への出席、重要書類の閲覧、

事業部門へのヒアリング、ならびに会計監査人の監査の立会い、会計監査人から会計監査結果の報告を受けるな

どの活動を行っている。

④　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりである。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員　業務執行社員　近藤　敏博 監査法人トーマツ

指定社員　業務執行社員　原田　誠司 監査法人トーマツ

指定社員　業務執行社員　内田　淳一 監査法人トーマツ

　また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補等５名、その他２名である。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約

に基づく賠償責任限度額は、法令が規定する最低責任限度額である。

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　当社は社外取締役１名、社外監査役２名を選任している。社外取締役及び社外監査役ともに当社との人的関係、

資本的関係又は取引関係その他の利害関係はない。

(3）リスク管理体制の整備の状況

　リョービグループのリスクを統括して管理するために、リスク管理規定に基づいて代表取締役会長を委員長とす

るリョービリスク管理委員会を設置している。

　リョービリスク管理委員会は、リスク管理の基本方針に沿って経営が関与すべき重要なリスクを特定し、対応方針

を示して当該リスクの所管部門、グループ会社へ対応を指示する。特定した重要リスクのうち緊急を要するような

危機的な事態については、危機管理取扱規定に基づき、危機対策本部を中心とした推進体制によって適切に危機管

理を推進する。
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(4）役員報酬等の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等の内容は、以下のとおりである。

取締役に対する報酬等の総額 218百万円

監査役に対する報酬等の総額 34百万円

　（注）１．上記のうち社外取締役１名及び社外監査役３名に対する報酬等の総額は、14百万円である。

　　　　２．上記には、平成20年６月25日開催の第96回定時株主総会において退任した取締役及び監査役に対する報酬

等の総額を含んでいる。 

　　　　３．上記以外に、平成20年６月25日開催の第96回定時株主総会において退任した取締役及び監査役に対して、平

成18年６月29日開催の第94回定時株主総会において承認可決された取締役及び監査役の退職慰労金打

切り支給額の支給を行っている。

 

(5）取締役の定数、選任の決議要件

　当社の取締役は３名以上とする旨を定款に定めている。また、取締役の選任決議について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票に

よらないものとする旨も定款に定めている。

(6）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策を遂行できるように、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議をもって

市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めている。

②　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元ができるように、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議を

もって中間配当を実施することができる旨定款に定めている。

③　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第１項の規定に基づき、

取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の会社法第423条第１項の損害賠償

責任を、法令の限度において、取締役会の決議をもって免除することができる旨定款に定めている。

(7）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上の株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

る。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 62 18

連結子会社 － － － －

計 － － 62 18

②【その他重要な報酬の内容】

　当社在外子会社８社は、当社監査法人と同一のネットワークに属しているデロイトトウシュ等に対して報酬と

して101百万円支払っている。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が当社監査法人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、金融商品取引法第24条の４の４に規定

される財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務である。

④【監査報酬の決定方針】

　当社監査法人に対する監査報酬は、当社及び当社連結子会社の規模・特性、監査日数等を考慮し、当社と当社監

査法人と協議のうえ決定している。
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第５【経理の状況】
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ている。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※3
 8,925 13,767

受取手形及び売掛金 43,292 26,203

有価証券 3,514 1,516

たな卸資産 41,855 －

商品及び製品 － 14,102

仕掛品 － 8,252

原材料及び貯蔵品 － 6,864

繰延税金資産 1,604 424

その他 3,040 4,569

貸倒引当金 △61 △46

流動資産合計 102,171 75,655

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3
 20,791

※3
 20,148

機械装置及び運搬具（純額） ※3
 29,411

※3
 25,282

土地 ※2, ※3
 21,699

※2, ※3
 21,643

リース資産（純額） － 1,266

建設仮勘定 2,621 6,090

その他（純額） ※3
 2,639

※3
 4,247

有形固定資産合計 ※1
 77,163

※1
 78,679

無形固定資産

のれん 946 －

その他 1,308 1,187

無形固定資産合計 2,254 1,187

投資その他の資産

投資有価証券 ※4
 10,649

※4
 6,993

繰延税金資産 1,711 2,756

その他 2,064 2,041

貸倒引当金 △43 △115

投資その他の資産合計 14,382 11,675

固定資産合計 93,800 91,543

資産合計 195,971 167,198
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 43,570 20,166

短期借入金 ※3
 27,493

※3
 32,912

1年内返済予定の長期借入金 － ※3
 6,559

リース債務 － 393

未払法人税等 2,049 170

賞与引当金 2,192 875

役員賞与引当金 42 －

その他 13,718 8,023

流動負債合計 89,066 69,101

固定負債

長期借入金 ※3
 17,663

※3
 19,084

リース債務 － 970

繰延税金負債 1,698 384

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 674

※2
 674

退職給付引当金 6,320 6,617

持分法適用に伴う負債 411 421

その他 2,418 1,938

固定負債合計 29,186 30,090

負債合計 118,252 99,192

純資産の部

株主資本

資本金 18,472 18,472

資本剰余金 23,750 23,750

利益剰余金 39,234 36,608

自己株式 △1,425 △2,354

株主資本合計 80,031 76,476

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,094 1,088

繰延ヘッジ損益 △40 △35

土地再評価差額金 ※2
 626

※2
 626

為替換算調整勘定 △6,867 △10,982

評価・換算差額等合計 △3,187 △9,303

少数株主持分 874 833

純資産合計 77,718 68,006

負債純資産合計 195,971 167,198
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 216,180 176,340

売上原価 177,529 ※1
 152,358

売上総利益 38,651 23,981

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 24,416

※2, ※3
 22,176

営業利益 14,235 1,804

営業外収益

受取利息 108 53

受取配当金 154 170

受取賃貸料 541 567

作業くず売却益 155 125

その他 742 1,087

営業外収益合計 1,701 2,004

営業外費用

支払利息 1,120 1,159

売上割引 163 159

たな卸資産廃棄損 101 30

減価償却費 256 450

為替差損 150 283

その他 268 155

営業外費用合計 2,061 2,239

経常利益 13,876 1,570

特別利益

固定資産処分益 ※4
 18

※4
 46

投資有価証券売却益 0 －

その他 － 1

特別利益合計 18 48

特別損失

固定資産処分損 ※5
 176

※5
 221

投資有価証券売却損 75 －

投資有価証券評価損 3 317

減損損失 － ※6
 85

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 106

特別損失合計 256 731

税金等調整前当期純利益 13,639 887

法人税、住民税及び事業税 5,316 414

法人税等調整額 125 313

法人税等合計 5,442 727

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10 0

当期純利益 8,207 160
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,472 18,472

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,472 18,472

資本剰余金

前期末残高 23,750 23,750

当期変動額

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 23,750 23,750

利益剰余金

前期末残高 34,043 39,234

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △785

当期変動額

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 8,207 160

当期変動額合計 5,191 △1,840

当期末残高 39,234 36,608

自己株式

前期末残高 △731 △1,425

当期変動額

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △693 △929

当期末残高 △1,425 △2,354

株主資本合計

前期末残高 75,534 80,031

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △785

当期変動額

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 8,207 160

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 4,497 △2,770

当期末残高 80,031 76,476
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 5,144 3,094

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,050 △2,005

当期変動額合計 △2,050 △2,005

当期末残高 3,094 1,088

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △25 △40

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△14 4

当期変動額合計 △14 4

当期末残高 △40 △35

土地再評価差額金

前期末残高 626 626

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 626 626

為替換算調整勘定

前期末残高 △6,464 △6,867

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△402 △4,114

当期変動額合計 △402 △4,114

当期末残高 △6,867 △10,982

評価・換算差額等合計

前期末残高 △719 △3,187

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,467 △6,116

当期変動額合計 △2,467 △6,116

当期末残高 △3,187 △9,303

少数株主持分

前期末残高 942 874

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △68 △40

当期変動額合計 △68 △40

当期末残高 874 833
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 75,757 77,718

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － △785

当期変動額

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 8,207 160

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,536 △6,156

当期変動額合計 1,961 △8,926

当期末残高 77,718 68,006
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 13,639 887

減価償却費 10,057 15,358

減損損失 － 85

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 57

賞与引当金の増減額（△は減少） △127 △1,316

退職給付引当金の増減額（△は減少） △229 296

受取利息及び受取配当金 △262 △224

支払利息 1,120 1,159

投資有価証券売却損益（△は益） 75 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3 317

固定資産処分損益（△は益） 158 174

売上債権の増減額（△は増加） 3,688 16,228

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,574 5,841

その他の流動資産の増減額（△は増加） △65 498

仕入債務の増減額（△は減少） △6,209 △22,419

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,084 △3,355

その他 △189 △40

小計 17,006 13,550

利息及び配当金の受取額 291 227

利息の支払額 △1,136 △1,100

法人税等の支払額 △8,326 △4,553

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,834 8,122

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,487 △17,132

有形固定資産の売却による収入 72 121

有価証券の取得による支出 △690 △1,340

有価証券の売却による収入 690 1,340

投資有価証券の取得による支出 △1,052 △105

投資有価証券の売却による収入 186 －

定期預金の預入による支出 △1,134 △2,485

定期預金の払戻による収入 1,134 1,685

その他 △369 △171

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,649 △18,088

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,891 13,110

長期借入れによる収入 9,600 8,850

長期借入金の返済による支出 △4,404 △5,956

自己株式の取得による支出 △693 △929

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △3,016 △2,001

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

その他 － △451

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,376 12,622

現金及び現金同等物に係る換算差額 △34 △711

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,473 1,945

現金及び現金同等物の期首残高 17,611 10,138

現金及び現金同等物の期末残高 10,138 12,084
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

 

(1）連結子会社　　　　17社

主要な連結子会社名

リョービイマジクス㈱、リョービ販売

㈱、リョービミラサカ㈱、㈱東京軽合

金製作所、リョービホールディングス

(USA),INC.、リョービダイキャスティ

ング(USA),INC.

なお、アールディシーエム, S. de 

R.L. de C.V.及びアールディシーエ

ム セルビシオス, S. de R.L. de　C.

V.については、当連結会計年度に

おいて新たに設立したことにより,

連結子会社に含めている。

(1）連結子会社　　　　16社

主要な連結子会社の社名は、「第１企

業の状況」４　関係会社の状況に記載

しているため省略している。

なお、リョービファイナンスCORP.に

ついては、平成20年３月31日付で

リョービホールディングス(USA),

INC.が吸収合併したため、連結の範囲

から除いている。

 

 (2）主要な非連結子会社は、㈱伸和であ

る。

非連結子会社は、５社を合計しても総

資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等がいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼさないので、連結

の範囲から除いている。

(2）　同左

２　持分法の適用に関する事項 (1）持分法を適用した会社

子会社　　　　２社

主要な会社は、リョービ開発㈱であ

る。

なお、良友精工股?有限公司について

は、同社株式を当社グループ外に売却

したため、持分法の適用範囲から除外

している。

(1）持分法を適用した会社

子会社　　　　２社

主要な会社は、リョービ開発㈱であ

る。

 

 

(2）持分法を適用しない会社

主要な会社は、㈱伸和である。

持分法を適用しない会社は、連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がない。

(2）持分法を適用しない会社

同左

 (3）債務超過となった持分法適用会社の

債務超過額を持分法適用に伴う負債

として計上している。

(3）　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社17社のうち、在外連結子会社

９社の決算日は12月31日である。

決算日が異なることから生ずる連結会社

間の取引に係る不一致については、必要

な調整を行った。

なお、債権・債務及び連結会社以外との

取引については、重要な不一致は認めら

れないので当該事業年度の正規の決算を

基礎として連結財務諸表を作成した。

また、親会社と連結子会社との取引高に

ついては、当該連結会計年度に対応する

額を相殺消去している。

連結子会社16社のうち、在外連結子会社

８社の決算日は12月31日である。

決算日が異なることから生ずる連結会社

間の取引に係る不一致については、必要

な調整を行った。

なお、債権・債務及び連結会社以外との

取引については、重要な不一致は認めら

れないので当該事業年度の正規の決算を

基礎として連結財務諸表を作成した。

また、親会社と連結子会社との取引高に

ついては、当該連結会計年度に対応する

額を相殺消去している。

４　会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法。（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してい

る。）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法。

時価のないもの

同左

 ロ　デリバティブ

時価法。

ロ　デリバティブ

同左

 ハ　たな卸資産

①　製品及び仕掛品

当社及び国内連結子会社は、主

として総平均法による原価法。

ただし、金型については個別法

による原価法。

在外連結子会社は、主として先

入先出法による低価法。

ハ　たな卸資産

①　製品及び仕掛品

当社及び国内連結子会社は、主

として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）。ただし、金型

については個別法による原価

法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）。

在外連結子会社は、主として先

入先出法による低価法。 

 ②　原材料、貯蔵品及び仕入商品

当社及び国内連結子会社のダ

イカストは主として総平均法

による原価法、その他は主とし

て最終仕入原価法。

在外連結子会社は、主として先

入先出法による低価法。

②　原材料、貯蔵品及び仕入商品

当社及び国内連結子会社のダ

イカストは主として総平均法

による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）、

その他は主として最終仕入原

価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）。

在外連結子会社は、主として先

入先出法による低価法。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

イ　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は、建物

（建物附属設備を除く）は主と

して定額法、その他は定率法。

在外連結子会社は主として定額

法。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物及び構築物　　３～50年

機械装置及び運搬具

　　　　　　　　　４～13年

 その他　　　　　 ２～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

イ　有形固定資産（リース資産を除

　　く）

当社及び国内連結子会社は、建物

（建物附属設備を除く）は主と

して定額法、その他は定率法。

在外連結子会社は主として定額

法。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物及び構築物　　３～50年

機械装置及び運搬具

　　　　　　　　　４～12年

その他　　　　　  ２～20年

 ロ　無形固定資産

定額法。

ロ　無形固定資産（リース資産を除

　　く）

同左

  

 

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法。 

 (3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、当社及び国内連結子会社

は、一般債権については貸倒実績

率法により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等特定の債権につい

ては財務内容評価法により計上

している。

なお、在外連結子会社は貸倒見積

額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

同左

 ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支払いにあてる

ため、当社及び国内連結子会社

は、支給見込額に基づき計上して

いる。

ロ　賞与引当金

同左

 ハ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当社は

支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上している。

ハ　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ニ　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当社及び国内連結子会社は当連

結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上している。

なお、会計基準変更時差異

（9,091百万円）については、10

年による按分額を費用処理して

いる。過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として14

年）による定額法により費用処

理している。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（主として14年）による定額法

により按分した額をそれぞれの

発生の翌連結会計年度から費用

処理している。　

なお、国内連結子会社１社は役員

の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

ニ　退職給付引当金

　　　同左 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理している。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上している。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について、当社及び

国内連結子会社は、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っ

ている。在外連結子会社は、ファイナ

ンス・リース取引について、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理

を行っている。

 　　　　　　　──────

　　　　　　　

 (6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。

なお、金利スワップについては特

例処理の要件を満たす場合は、特

例処理を採用している。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引

ヘッジ対象

相場変動等による損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反映

されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変

動が回避されるもの。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務及び外貨建

予定取引の為替変動リスクに対

し、為替予約取引（主に包括ヘッ

ジ）をヘッジ手段として利用す

る。

また、変動金利の借入金等の金利

変動リスクに対し、金利スワップ

取引をヘッジ手段として利用す

る。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

比率分析の方法によっている。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっている。

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同左

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５　連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっている。

同左

６　のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

のれんの償却については、５年間で均等

償却している。ただし、米国連結子会社

ののれんについては、米国財務会計基準

第142号により償却していない。

のれんの償却については、５年間で均等

償却している。ただし、米国連結子会社

ののれんについては、20年間で均等償却

している。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手元

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなる。

同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社の建物（建物附属設備を除く）

の減価償却の方法については、従来、定率法を採用していた

が、当連結会計年度からは定額法に変更している。この変更

は、平成19年度の法人税法の改正を機に建物の用途及び使

用状況を見直したところ、建物は収益や設備の稼動状況に

左右されず、長期安定的に使用されており、その資産価値は

均等に減価していると見込まれること、及び取得後発生す

る追加費用についても資本的支出に該当する場合が多く費

用計上の逓増が認められないことから、費用の期間配分を

より適正に行うためのものである。

　これにより当連結会計年度の営業利益は227百万円、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は234百万円それぞれ増

加している。

　また、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産及び金型につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

いる。

　これにより当連結会計年度の営業利益は822百万円、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は824百万円それぞれ減

少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。　

１．重要な資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

主として総平均法による原価法によっていたが、当連結会

計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）

により算定している。

　これにより当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益は359百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。 

２．「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正

を行っている。

　これにより、連結貸借対照表については、利益剰余金が785

百万円減少している。また当連結会計年度の営業利益、経常

利益は60百万円減少し、税金等調整前当期純利益は717百万

円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。 

３．リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　これにより、当連結会計年度の営業利益は64百万円、経常

利益は24百万円増加し、税金等調整前当期純利益は81百万

円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

  ４．金型の計上区分の変更

　当連結会計年度より連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理の統一を適用するに際し、金型に関する当社

及び連結子会社の計上区分の見直しを行なった結果、一部

の金型について、たな卸資産から固定資産へ計上区分を変

更している。

　これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益への影響はない。なお、連結貸借対照表に

おいて、期首に商品及び製品が2,962百万円減少、有形固定

資産のその他が同額増加し、仕掛品が3,055百万円減少、建

設仮勘定が同額増加している。

EDINET提出書類

リョービ株式会社(E01379)

有価証券報告書

 46/103



前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した有形固定資産及び金型につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却している。

　これにより当連結会計年度の営業利益は429百万円、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は461百万円それぞれ減

少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。　

(追加情報) 

  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機とし

て資産の利用状況等を見直した結果、機械装置及び運搬具

について、従来、耐用年数を４～13年としていたが、当連結

会計年度より４～12年に変更している。

  これにより、当連結会計年度の営業利益は883百万円、経

常利益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ987百万円減少

している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ている。 

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において流動資産の「現金及び預金」

に含めて表示していた譲渡性預金は、連結財務諸表規

則ガイドラインの改正に伴い、当連結会計年度より

「有価証券」に含めて表示している。 

なお、前連結会計年度において、譲渡性預金は、連結貸

借対照表の流動資産の「現金及び預金」に690百万円

含まれている。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

て表示していた「投資有価証券売却益」は、特別利益

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記することとした。

なお、前連結会計年度における「投資有価証券売却

益」の金額は０百万円である。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の取得による支出」は、前連結会計年度は「その他」

に含めて表示していたが、金額的重要性が増したため

区分掲記することとした。

なお、前連結会計年度における「投資有価証券の取得

による支出」は△22百万円である。

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会

計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記している。なお、前連結会計年度の「たな卸

資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」はそれぞれ、19,991百万円、14,312百万円、7,552

百万円である。

　前連結会計年度において、「短期借入金」に含めて表示し

ていた「１年内返済予定の長期借入金」（前連結会計年度

6,002百万円）については、内容をより明瞭にするため、当

連結会計年度より区分掲記する方法に変更している。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）
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前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 99,793百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額 124,610百万円

※２　一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年

３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。

※２　一部の国内連結子会社は、土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年

３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を

行っている。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。

・再評価実施日

平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額

△705百万円

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号及び第

４号に定める方法により算定している。

・再評価実施日

平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価格との差額

△667百万円

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおり

である。なお、（　）内は工場財団として担保に供し

ている資産及びそれに対応する債務であり、内数で

ある。

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおり

である。なお、（　）内は工場財団として担保に供し

ている資産及びそれに対応する債務であり、内数で

ある。

担保に供している資産 担保に供している資産

現金及び預金 4百万円( － 百万円)

建物及び構築物 4,713 (1,922 )

機械装置

及び運搬具
4,539 (4,539 )

土地 2,881 (1,971 )

有形固定資産の「その他」 6 ( 6 )

計 12,144(8,440 )

建物及び構築物 3,537百万円(1,945百万円)

機械装置

及び運搬具
4,193 (4,193 )

土地 2,833 (1,971 )

有形固定資産の「その他」 6  ( 6 )

計 10,571(8,117 )

担保付債務 担保付債務

支払手形

及び買掛金
4百万円( － 百万円)

短期借入金 969  ( 249  )

長期借入金 851  ( 525  )

計 1,824 ( 775  )

短期借入金 580百万円( － 百万円)

１年内返済予定の長期借入

金
295百万円( 186 )

長期借入金 542  ( 339 )

計 1,418 ( 525 )

※　　偶発債務

得意先のリース契約及び外注協力会社の銀行借入等

に対する保証額

※　　偶発債務

得意先のリース契約及び外注協力会社の銀行借入等

に対する保証額

得意先   1,717百万円

外注協力会社１社 130

その他 5

計 1,854

得意先 1,254百万円

外注協力会社１社 111　

その他 3

計 1,368

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※　　受取手形割引高    488百万円 ※　　受取手形割引高       211百万円

※４　非連結子会社及び関連会社に対するもの ※４　非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券(株式)    163百万円 投資有価証券(株式)       168百万円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

────── ※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れている。　

 359百万円
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

従業員給料・諸手当 6,896百万円

荷造運搬費 5,076

賞与引当金繰入額 617

役員賞与引当金繰入額 42

退職給付費用 591

従業員給料・諸手当 　6,678百万円

荷造運搬費 4,360

賞与引当金繰入額 280

退職給付費用 665

貸倒引当金繰入額 60

※３　研究開発費の総額 2,333百万円※３　研究開発費の総額 2,004百万円

※４　固定資産処分益

主なものは工具器具備品の売却益である。

※４　固定資産処分益

主なものは建物等の売却益である。

※５　固定資産処分損

主なものは機械装置等の除却損である。

※５　固定資産処分損

主なものは機械装置等の除却損である。

────── ※６　減損損失

　米国連結子会社において、米国財務会計基準審議

会基準書第142号「のれん及びその他の無形固定資

産」に基づき減損テストを実施した結果、当社グ

ループは以下の資産について減損損失を計上した。

 

用途 種類 場所

ダイカスト事業  のれん  米国

 

　米国連結子会社リョービダイキャスティング

(USA),INC.ののれんについて、想定していた水準の

利益が見込めなくなったため、のれんの全額85百万

円を減損損失として特別損失に計上した。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 171,230 － － 171,230

合計 171,230 － － 171,230

自己株式     

普通株式　　（注）１，２ 3,457 1,005 1 4,462

合計 3,457 1,005 1 4,462

　  （注）１　自己株式の当連結会計年度増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,000千株

  及び単元未満株式の買取による増加５千株である。

  ２　自己株式の当連結会計年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求に応じたものである。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日

定時株主総会
普通株式 2,013 12 平成19年３月31日平成19年６月27日

平成19年11月９日

取締役会
普通株式 1,003 6 平成19年９月30日平成19年12月４日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,000利益剰余金 6 平成20年３月31日平成20年６月26日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 171,230 － － 171,230

合計 171,230 － － 171,230

自己株式     

普通株式　　（注）１，２ 4,462 5,006 2 9,466

合計 4,462 5,006 2 9,466

　  （注）１　自己株式の当連結会計年度増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,000千株

  及び単元未満株式の買取による増加６千株である。

  ２　自己株式の当連結会計年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求に応じたものである。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,000 6 平成20年３月31日平成20年６月26日

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 1,000 6 平成20年９月30日平成20年12月１日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 　 該当事項なし。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係(平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係(平成21年３月31日)

現金及び預金勘定   8,925百万円

有価証券勘定 3,514

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,611

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △690

計 10,138

 

現金及び預金勘定   13,767百万円

有価証券勘定 1,516

償還期限が３ヶ月を超える債券 △97

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,411

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △690

計 12,084
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
 

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具

4,251 2,703 1,548

有形固定資産の「そ
の他」

245 177 68

無形固定資産の「そ
の他」

88 58 29

合計 4,585 2,939 1,646

 1　ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　（ア）有形固定資産

　　　　主として、ダイカスト事業における生産設備

　　　（「機械装置及び運搬具」）である。 

　　（イ）無形固定資産

　　　　ソフトウェアである。

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

　　却資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

 

２　オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内      108百万円

１年超 187

合計 295

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    492百万円

１年超 1,154

合計 1,646

 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

(3）支払リース料等

支払リース料    531百万円

減価償却費相当額 531

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

 

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内    210百万円

１年超 84

合計 295
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（有価証券関係）

前連結会計年度(平成20年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
            

株式 3,122 8,419 5,296

小計 3,122 8,419 5,296

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
            

(1）株式 856 710 △145

(2）債券             

社債 100 98 △1

小計 956 809 △147

合計 4,079 9,228 5,148

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(百万円)  
売却益の合計額
(百万円)

 
売却損の合計額
(百万円)

186 0  75

３　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券     

キャッシュ・リザーブ・ファンド 2,616百万円

フリーファイナンシャルファンド 208

譲渡性預金 690

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,257

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額
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区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

債券                 

社債 － 100 － －

合計 － 100 － －

当連結会計年度(平成21年３月31日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えるもの
            

株式 2,550 4,682 2,131

小計 2,550 4,682 2,131

連結貸借対照表計上額が取得原価を超

えないもの
            

(1）株式 1,223 885 △338

(2）債券             

社債 100 97 △2

小計 1,323 983 △340

合計 3,874 5,665 1,791

２　時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券     

キャッシュ・リザーブ・ファンド 25百万円

フリーファイナンシャルファンド 702

譲渡性預金 690

非上場株式 1,257

３　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分 １年以内(百万円)
１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超(百万円)

債券                 

社債 100 － － －

合計 100 － － －

EDINET提出書類

リョービ株式会社(E01379)

有価証券報告書

 55/103



（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　当社グループの利用しているデリバティブ取引は、通貨

関連では、先物為替予約取引、通貨スワップ取引である。

また、金利関連では、金利スワップ取引である。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　通貨関連のデリバティブ取引は、外貨建債権債務につい

て確実に発生が見込まれる範囲内で行うこととしてい

る。

　また、金利関連のデリバティブ取引は金利変動リスクの

回避及び金利コスト削減という目的の範囲で行う方針で

ある。

　なお、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバ

ティブ取引は行わない方針である。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社グループは、通貨関連のデリバティブ取引について

は、通常の外貨建輸出取引及び外貨建輸入取引の為替相

場の変動によるリスクを軽減するために先物為替予約取

引（主に包括予約）を行っている。

　また、金利関連のデリバティブ取引については、現在、変

動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を

利用している。

　なお、デリバティブ取引を利用しているヘッジ会計を

行っている。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ手段とヘッジ対象 ①　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務

金利スワップ 借入金利息

同左

②　ヘッジ方針

　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引の為替変動

リスクに対し、為替予約取引（主に包括ヘッジ）を行

い、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っている。

②　ヘッジ方針

同左

③　ヘッジ有効性評価の方法

　比率分析の方法によっている。

③　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

　通貨関連における先物為替予約取引は、為替相場の変動

によるリスクがあり、金利関連における金利スワップ取

引は、市場金利の変動によるリスクがある。

　通貨関連及び金利関連とも当社のデリバティブ取引の

契約先は信用度の高い銀行であるため、取引先の契約不

履行に係るリスクはほとんどないと判断している。

(4）取引に係るリスクの内容

同左
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の実行及び管理は当社においては財

務部に集中しており、為替予約に関しては財務部事務手

続規定により取引権限が規定されているが、他のデリバ

ティブ取引に係る管理規定等は特に設けていない。デリ

バティブ取引の実行に際しては、財務部において財務担

当役員の承認後これを行うこととし、財務部内では常に

デリバティブ取引の残高状況、評価損益状況を把握し、随

時財務担当役員に報告している。また、財務担当役員は必

要に応じて取締役会に報告している。

　連結子会社におけるデリバティブ取引の実行及び管理

は各社の財務部門に集中しており、必要に応じて当社の

財務部に確認の上、実行している。なお、デリバティブ取

引の残高状況については定期的に当社の財務部に報告し

ている。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）その他

　「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、こ

の金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示

すものではない。

(6）その他

同左

２　取引の時価等に関する事項

金利関連

区分 種類

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引                                 
支払固定・受取
変動

100 － △0 △0 － － － －

合計 100 － △0 △0 － － － －

　（注）１　時価の算定方法

金利スワップ取引の時価は、契約を締結している取引銀行から提示された価格を使用している。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。
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（退職給付関係）

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けている。一部の在外連結子会社は、確定拠出型制度等を設けている。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

イ　退職給付債務 　　　△32,792百万円

ロ　年金資産 21,791

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △11,001

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 1,241

ホ　未認識数理計算上の差異 5,638

ヘ　未認識過去勤務債務(債務の減額) △2,197

ト　連結貸借対照表計上額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △6,320

チ　前払年金費用 －

リ　退職給付引当金(トーチ) △6,320

３　退職給付費用に関する事項(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

イ　勤務費用 1,249百万円

ロ　利息費用 752

ハ　期待運用収益 △821

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 620

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 393

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △233

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,960

　（注）　一部の在外連結子会社においては、上記退職給付費用の他に、確定拠出型等の退職給付費用と

して213百万円計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)
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イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％～2.5％

ハ　期待運用収益率 3.5％

ニ　過去勤務債務の処理年数 主として14年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費

用処理している。)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 主として14年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理している。)

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 10年

当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けている。一部の在外連結子会社は、確定拠出型制度等を設けている。

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

イ　退職給付債務 　　　△32,588百万円

ロ　年金資産 17,913

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △14,675

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 620

ホ　未認識数理計算上の差異 9,400

ヘ　未認識過去勤務債務(債務の減額) △1,964

ト　連結貸借対照表計上額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △6,617

チ　前払年金費用 －

リ　退職給付引当金(トーチ) △6,617

３　退職給付費用に関する事項(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

イ　勤務費用 1,288百万円

ロ　利息費用 744

ハ　期待運用収益 △738

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 620

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 642

ヘ　過去勤務債務の費用処理額 △233

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 2,323

　（注）　一部の在外連結子会社においては、上記退職給付費用の他に、確定拠出型等の退職給付費用と

して168百万円計上している。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 　2.0％～2.5％

ハ　期待運用収益率 　3.5％

ニ　過去勤務債務の処理年数 主として14年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費

用処理している。)

ホ　数理計算上の差異の処理年数 主として14年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理している。)

ヘ　会計基準変更時差異の処理年数 10年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）     

退職給付引当金      2,453百万円

税務上の繰越欠損金 16,158

その他 3,571

繰延税金資産小計 22,182

評価性引当額 △16,585

繰延税金資産合計 5,597

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 2,036

その他 2,074

繰延税金負債合計 4,111

繰延税金資産(又は負債)の純額 1,485

（繰延税金資産）     

退職給付引当金      2,584百万円

税務上の繰越欠損金 13,633

その他 2,401

繰延税金資産小計 18,619

評価性引当額 △13,543

繰延税金資産合計 5,075

（繰延税金負債）     

その他有価証券評価差額金 735

その他 1,679

繰延税金負債合計 2,415

繰延税金資産(又は負債)の純額 2,660

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

る。

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてい

る。

流動資産－繰延税金資産 1,604百万円

固定資産－繰延税金資産 1,711

流動負債－その他 132

固定負債－繰延税金負債 1,698

流動資産－繰延税金資産 424百万円

固定資産－繰延税金資産 2,756

流動負債－その他 136

固定負債－繰延税金負債 384

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略している。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率     39.54％ 

　

（調整）  

永久に損金に算入されない項目 18.93

販売側会社の課税所得を超える未実現

利益
28.10

評価性引当額 68.09

在外子会社の留保利益 △72.04

その他 △0.68

税効果会計適用後の

法人税等の負担率 
81.94
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 
ダイカスト
(百万円)

印刷機器
(百万円)

住建機器
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 148,59540,963 26,621216,180 － 216,180

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
207 － 1 209 (209) －

計 148,80340,963 26,623216,390 (209)216,180

営業費用 141,15836,022 24,974202,154 (209)201,945

営業利益 7,645 4,940 1,649 14,235 (0) 14,235

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
                        

資産 120,04731,777 25,093176,91919,052195,971

減価償却費 8,389 903 764 10,057 － 10,057

資本的支出 12,054 2,501 785 15,341 － 15,341

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
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ダイカスト
(百万円)

印刷機器
(百万円)

住建機器
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 122,77429,436 24,129176,340 － 176,340

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
144 － 0 145 (145) －

計 122,91829,436 24,130176,485 (145)176,340

営業費用 122,46028,880 23,334174,675 (139)174,535

営業利益 458 555 796 1,810 5 1,804

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
                        

資産 96,095 27,840 23,562147,49819,700167,198

減価償却費 13,559 978 820 15,358 － 15,358

減損損失 85 － － 85 － 85

資本的支出 14,613 316 657 15,587 － 15,587

　（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業区分の主要な製品

ダイカスト…………ダイカスト製品、アルミニウム鋳物

印刷機器……………オフセット印刷機、印刷周辺機器等

住建機器……………電動工具、園芸用機器、ドアクローザ、ヒンジ、建築金物等

３　前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,061百万円であり、そ

の主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等である。

　　当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,706百万円であり、その

主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等である。

４　会計方針の変更

（前連結会計年度）

　減価償却方法の変更

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び

国内連結子会社の建物（建物附属設備を除く）の減価償却の方法を、主として定率法から、主として定額法

に変更している。これにより、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は、ダイカス

ト事業が132百万円、印刷機器事業が74百万円、住建機器事業が20百万円減少し、営業利益が同額増加してい

る。

　　　また、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産及び金型

について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

　　　これにより当連結会計年度の営業費用は、ダイカスト事業が744百万円、印刷機器事業が40百万円、住建機器事

業が37百万円増加し、営業利益が同額減少している。

（当連結会計年度）

　棚卸資産の評価に関する会計基準 

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１．に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用された。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当連結会計年度の営業利益は、ダイカスト事業が116百万円、印

刷機器事業が216百万円、住建機器事業が26百万円減少している。

　連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」２．に記載のとおり、当連結会計年度より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５

月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて

当連結会計年度の営業利益は、ダイカスト事業が60百万円減少している。

　リース取引に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」３．に記載のとおり、当連結会計年度より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて

当連結会計年度の営業利益は、ダイカスト事業が47百万円、印刷機器事業が13百万円、住建機器事業が２百万

円増加している。
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５　追加情報

（前連結会計年度）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産及び金型については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却している。

　　これにより当連結会計年度の営業費用は、ダイカスト事業が354百万円、印刷機器事業が31百万円、住建機器事

業が43百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

（当連結会計年度） 

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（追加情報）に記載のとおり、当社及び国内連

結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置及び運搬具について、

従来、耐用年数を４～13年としていたが、当連結会計年度より４～12年に変更している。

　　　これにより、当連結会計年度の営業利益は、ダイカスト事業が911百万円、住建機器事業が３百万円減少した

が、印刷機器事業は31百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
日本
(百万円)

米州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 182,72325,151 8,305 216,180 － 216,180

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,954 264 7,283 12,502(12,502) －

計 187,67725,416 15,589228,683(12,502)216,180

営業費用 173,91324,734 15,802214,449(12,504)201,945

営業利益又は営業損失（△） 13,764 682 △212 14,233 1 14,235

Ⅱ　資産 143,40519,973 17,108180,48615,485195,971

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
日本
(百万円)

米州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 147,86621,277 7,195 176,340 － 176,340

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,311 － 7,096 10,407(10,407) －

計 151,17821,277 14,292186,748(10,407)176,340

営業費用 148,20221,662 14,952184,816(10,281)174,535

営業利益又は営業損失（△） 2,975 △384 △659 1,931 126 1,804

Ⅱ　資産 119,96617,916 15,372153,25513,943167,198

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）米州………………アメリカ、メキシコ

(2）その他の地域……イギリス、中国

３　前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,061百万円であり、そ

の主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等である。

　　当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は19,706百万円であり、その

主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等である。
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４　会計方針の変更

（前連結会計年度）

　減価償却方法の変更

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び

国内連結子会社の建物（建物附属設備を除く）の減価償却の方法を、主として定率法から、主として定額法

に変更している。これにより、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、日本が227百

万円減少し、営業利益が同額増加している。

　　　また、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産及び金型

について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

　　　これにより、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、日本が822百万円増加し、営業

利益が同額減少している。

（当連結会計年度）

　棚卸資産の評価に関する会計基準 

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１．に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用された。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当連結会計年度の営業利益は、日本が359百万円減少している。

　連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」２．に記載のとおり、当連結会計年度より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５

月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて

当連結会計年度の営業利益は、米州が60百万円減少している。

　リース取引に関する会計基準

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」３．に記載のとおり、当連結会計年度より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用方針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて

当連結会計年度の営業利益は、日本が64百万円増加している。

５　追加情報

（前連結会計年度）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産及び金型については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却している。

　　これにより当連結会計年度の営業費用は、日本が429百万円増加し、営業利益が同額減少している。 

（当連結会計年度）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（追加情報）に記載のとおり、当社及び国内連

結子会社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を見直した結果、機械装置及び運搬具について、

従来、耐用年数を４～13年としていたが、当連結会計年度より４～12年に変更している。

　　　これにより、当連結会計年度の営業利益は、日本が883百万円減少している。　
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 35,237 22,191 11,540 68,969

Ⅱ　連結売上高(百万円)             216,180

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合(％)
16.3 10.3 5.3 31.9

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 27,362 15,597 8,628 51,587

Ⅱ　連結売上高(百万円)             176,340

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合(％)
15.5 8.9 4.9 29.3

　（注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　(1）米州………………アメリカ、メキシコその他

(2）欧州………………イギリス、ドイツその他

(3）その他の地域……中国、オーストラリアその他

３　海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（但

し、連結会社間の内部売上高を除く）である。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項なし。

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用基準第13号　平成18年10月17日）を適用

している。

　該当事項なし。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額    460円79銭

１株当たり当期純利益   49円07銭

１株当たり純資産額       415円25銭

１株当たり当期純利益     0円97銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益(百万円) 8,207 160

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,207 160

普通株式の期中平均株式数(千株) 167,270 165,210
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項なし。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 21,490 32,912 2.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,002 6,559 2.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 393 2.8 －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 17,663 19,084 2.4平成22年～26年

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) － 970 2.8平成22年～26年

その他有利子負債 － － － －

合計 45,157 59,920 － －

　（注）１　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。

なお、金利スワップを付しているものについては、スワップ後の金利によっている。

２　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定

額は次のとおりである。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 8,123 6,929 2,802 905

リース債務 402 246 192 116

（２）【その他】

　　当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 50,596　 53,344 42,624 29,775　　

税金等調整前四半期純利益

金額又は税金等調整前四半

期純損失金額（△）

（百万円）

1,545　 2,385　　 △2,036　　 △1,006　

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）

（百万円）

1,044 1,280　 △1,592　 △572　

１株当たり四半期純利益金

額又は四半期純損失金額

（△）（円）

6.26　 7.68　 △9.66 △3.52　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,361 6,717

受取手形 4,616 2,611

売掛金 ※3
 33,486

※3
 21,725

有価証券 3,474 1,476

製品 14,457 －

原材料 3,443 －

商品及び製品 － 10,250

仕掛品 11,800 6,512

貯蔵品 479 －

原材料及び貯蔵品 － 3,846

前渡金 91 19

前払費用 0 103

繰延税金資産 914 241

未収入金 ※3
 5,997

※3
 5,325

短期貸付金 ※3
 3,688

※3
 7,432

その他 35 23

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 85,841 66,282

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 10,109

※1
 10,011

構築物（純額） 555 474

機械及び装置（純額） ※1
 10,798

※1
 8,856

車両運搬具（純額） 61 50

工具、器具及び備品（純額） 1,076 3,012

土地 ※1
 17,794

※1
 17,836

リース資産（純額） － 816

建設仮勘定 182 3,306

有形固定資産合計 ※2
 40,578

※2
 44,364

無形固定資産

特許権 6 －

借地権 1 1

商標権 0 －

ソフトウエア 738 672

施設利用権 31 30

無形固定資産合計 777 705

投資その他の資産

投資有価証券 9,899 6,463

関係会社株式 7,951 7,953

出資金 0 0

関係会社出資金 4,440 6,040

関係会社長期貸付金 1,568 －

破産更生債権等 6 5
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

長期前払費用 2 1

ゴルフ会員権 1,327 1,316

繰延税金資産 － 1,206

その他 286 253

貸倒引当金 △6 △5

投資その他の資産合計 25,476 23,234

固定資産合計 66,832 68,304

資産合計 152,673 134,586

負債の部

流動負債

支払手形 3,913 2,246

買掛金 ※3
 31,830

※3
 14,436

短期借入金 14,420 ※3
 24,281

1年内返済予定の長期借入金 4,699 5,216

リース債務 － 233

未払金 4,625 2,759

未払費用 832 658

未払法人税等 1,635 －

前受金 211 86

預り金 101 113

賞与引当金 1,461 546

役員賞与引当金 42 －

従業員預り金 1,619 1,561

設備関係支払手形 1,576 162

その他 66 61

流動負債合計 67,034 52,362

固定負債

長期借入金 ※1
 15,221

※1
 15,205

リース債務 － 648

繰延税金負債 133 －

退職給付引当金 3,726 3,816

その他 873 856

固定負債合計 19,954 20,526

負債合計 86,988 72,889
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,472 18,472

資本剰余金

資本準備金 11,617 11,617

その他資本剰余金 12,037 12,037

資本剰余金合計 23,654 23,654

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金 74 59

繰越利益剰余金 21,915 20,782

利益剰余金合計 21,990 20,842

自己株式 △1,425 △2,354

株主資本合計 62,691 60,614

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,033 1,117

繰延ヘッジ損益 △40 △35

評価・換算差額等合計 2,993 1,082

純資産合計 65,685 61,696

負債純資産合計 152,673 134,586
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 164,024 130,702

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 10,399 14,457

当期製品製造原価 90,748 73,651

当期商品及び製品仕入高 ※1
 49,476

※1
 37,434

合計 150,624 125,543

商品及び製品期末たな卸高 14,457 10,250

商品及び製品売上原価 136,167 ※2
 115,292

売上総利益 27,857 15,409

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 15,717

※3, ※4
 14,029

営業利益 12,139 1,379

営業外収益

受取利息 ※1
 142

※1
 111

受取配当金 187 179

受取賃貸料 ※1
 671

※1
 714

作業くず売却益 165 128

その他 382 677

営業外収益合計 1,549 1,812

営業外費用

支払利息 543 665

減価償却費 233 425

たな卸資産廃棄損 ※5
 57

※5
 21

為替差損 128 56

その他 200 109

営業外費用合計 1,163 1,277

経常利益 12,525 1,914

特別利益

固定資産処分益 ※6
 1

※6
 8

投資有価証券売却益 0 －

関係会社株式売却益 70 －

貸倒引当金戻入額 2 2

その他 － 1

特別利益合計 74 13

特別損失

固定資産処分損 ※7
 47

※7
 109

投資有価証券評価損 － 264

リース会計基準の適用に伴う影響額 － 75

特別損失合計 47 448

税引前当期純利益 12,553 1,479

法人税、住民税及び事業税 4,668 42

法人税等調整額 260 584

法人税等合計 4,928 626

当期純利益 7,624 852
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費      41,68645.6     28,64538.1
Ⅱ　労務費      12,14113.3     10,79314.3
Ⅲ　経費                          
１　外注工賃  27,228         20,852         
２　減価償却費  3,895         8,653         
３　その他  6,450 37,57541.1 6,301 35,80747.6
当期総製造費用      91,403100.0     75,246100.0
期首仕掛品棚卸高      11,529        11,800    
合計      102,933        87,047    

他勘定振替高      384         6,883    
期末仕掛品棚卸高      11,800        6,512    
当期製品製造原価      90,748        73,651    

                          

　（注）１　他勘定振替高

  　　　　　固定資産への振替及び製品用部品の有償支給である。

　　　　　　なお、固定資産への振替には「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」4.に記載のとおり、当事

業年度より一部の金型について、たな卸資産から固定資産に計上区分を変更したことによる影響を含んでい

る。 　　　　　　 

２　原価計算の方法

(1）ダイカスト…標準原価による工程別総合原価計算を採用し、期末において原価差額の調整を行ってい

る。

(2）金型…………個別原価計算を採用し、材料費の計算は購入価格によって行っている。加工費は予定原価

で計算し、期末において原価差額の調整を行っている。

(3）印刷機器……実際原価による組別総合原価計算を採用している
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 18,472 18,472

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,472 18,472

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,617 11,617

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,617 11,617

その他資本剰余金

前期末残高 12,037 12,037

当期変動額

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 12,037 12,037

資本剰余金合計

前期末残高 23,654 23,654

当期変動額

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 23,654 23,654

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 48 74

当期変動額

特別償却準備金の積立 35 －

特別償却準備金の取崩 △8 △15

当期変動額合計 26 △15

当期末残高 74 59

繰越利益剰余金

前期末残高 17,334 21,915

当期変動額

特別償却準備金の積立 △35 －

特別償却準備金の取崩 8 15

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 7,624 852

当期変動額合計 4,581 △1,132

当期末残高 21,915 20,782

利益剰余金合計

前期末残高 17,382 21,990
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 7,624 852

当期変動額合計 4,607 △1,148

当期末残高 21,990 20,842

自己株式

前期末残高 △731 △1,425

当期変動額

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △693 △929

当期末残高 △1,425 △2,354

株主資本合計

前期末残高 58,776 62,691

当期変動額

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 7,624 852

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 3,914 △2,077

当期末残高 62,691 60,614

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,974 3,033

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,940 △1,915

当期変動額合計 △1,940 △1,915

当期末残高 3,033 1,117

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △25 △40

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△14 4

当期変動額合計 △14 4

当期末残高 △40 △35

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,948 2,993

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,955 △1,911

当期変動額合計 △1,955 △1,911

当期末残高 2,993 1,082
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 63,725 65,685

当期変動額

剰余金の配当 △3,016 △2,001

当期純利益 7,624 852

自己株式の取得 △693 △929

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,955 △1,911

当期変動額合計 1,959 △3,988

当期末残高 65,685 61,696
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【重要な会計方針】
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法。

(1）子会社及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法。

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定している。）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法。

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

デリバティブ

時価法。

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）製品及び仕掛品 (1）製品及び仕掛品

ダイカスト、…

印刷機器

総平均法による原価法。

金型……………個別法による原価法。

ダイカスト、…

印刷機器

総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方

法により算定している）。

金型……………個別法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法

により算定している）。

 (2）原材料、貯蔵品及び仕入製品 (2）原材料、貯蔵品及び仕入製品

 ダイカスト……総平均法による原価法。

完成商品………

その他

最終仕入原価法。

ダイカスト……総平均法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方

法により算定している）。

完成商品………

その他

最終仕入原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法によ

り算定している）。
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）は定

額法。その他は定率法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。

建物　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　５～13年

車両運搬具　　　　４～７年

工具器具備品　　　２～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）は定

額法。その他は定率法。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。

建物　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　５～12年

車両運搬具　　　　４～７年

工具器具備品　　　２～20年

 (2）無形固定資産

定額法。

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用し

ている。

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 

 

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法。 

５　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。

　　同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

６　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

法により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等特定の債権については財

務内容評価法により計上している。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与の支払いにあてるた

め、支給見込額に基づき計上してい

る。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、支給見込

額の当事業年度負担額を計上して

いる。

(3）役員賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生している

と認められる額を計上している。

なお、会計基準変更時差異（6,247

百万円）は、10年による按分額を費

用処理している。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理して

いる。数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（14年）による

定額法により按分した額をそれぞ

れの発生の翌事業年度から費用処

理している。 

(4）退職給付引当金

同左

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行ってい

る。

──────

８　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。

なお、金利スワップについては特例

処理の要件を満たす場合は特例処

理を採用している。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…デリバティブ取引

ヘッジ対象

…相場変動等による損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反映

されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変

動が回避されるもの。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (3）ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引の変動リスクに対し、為替予

約取引（主に包括ヘッジ）をヘッ

ジ手段として利用する。

また、変動金利の借入金等の金利変

動リスクに対し、金利スワップ取引

をヘッジ手段として利用する。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

比率分析の方法によっている。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他の財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式によっている。

消費税等の会計処理方法

　同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（減価償却方法の変更）　

建物（建物附属設備を除く）の減価償却の方法について

は、従来、定率法を採用していたが、当事業年度からは定額

法に変更している。この変更は、平成19年度の法人税法の改

正を機に建物の用途及び使用状況を見直したところ、建物

は収益や設備の稼動状況に左右されず、長期安定的に使用

されており、その資産価値は均等に減価していると見込ま

れること、及び取得後発生する追加費用についても資本的

支出に該当する場合が多く費用計上の逓増が認められない

ことから、費用の期間配分をより適正に行うためのもので

ある。

これにより当事業年度の営業利益は191百万円、経常利益及

び税引前当期純利益は198百万円それぞれ増加している。

また、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産及び金型について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

これにより当事業年度の営業利益は725百万円、経常利益及

び税引前当期純利益は727百万円それぞれ減少している。

（追加情報）　

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産及び金型については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却している。

これにより当事業年度の営業利益は269百万円、経常利益及

び税引前当期純利益は295百万円それぞれ減少している。

 

  

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主

として総平均法による原価法によっていたが、当事業年度

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）により

算定している。

これにより当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純

利益は321百万円減少している。

２．リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていたが、

当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

これにより、当事業年度の営業利益は34百万円、経常利益は

10百万円増加し、税引前当期純利益は64百万円減少してい

る。

 ３．金型の計上区分の変更

当事業年度より連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理の統一を適用するに際し、金型に関する当社の計上

区分の見直しを行なった結果、一部の金型について、たな卸

資産から固定資産へ計上区分を変更している。

これによる当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純

利益への影響はない。なお、貸借対照表において、期首に商

品及び製品が2,962百万円減少、有形固定資産の工具、器具

及び備品が同額増加し、仕掛品が3,055百万円減少、建設仮

勘定が同額増加している。

（追加情報）　

当社は、法人税法の改正を契機として資産の利用状況等を

見直した結果、機会及び装置について、従来、耐用年数を５

～13年としていたが、当事業年度より５～12年に変更して

いる。

これにより、当事業年度の営業利益は455百万円、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ533百万円減少している。 
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

前事業年度において流動資産の「現金及び預金」に含

めて表示していた譲渡性預金は、財務諸表等規則ガイ

ドラインの改正に伴い、当事業年度より「有価証券」

に含めて表示している。 

なお、前事業年度において、譲渡性預金は、貸借対照表

の流動資産の「現金及び預金」に650百万円含まれて

いる。

（損益計算書）　

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

していた「作業屑売却益」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記するこ

ととした。

なお、前事業年度における「作業屑売却益」の金額は

167百万円である。

（貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年

度において、「製品」として掲記されていたものは、当

事業年度から「商品及び製品」に掲記し、前事業年度

の「原材料」「貯蔵品」として掲記されていたものは

「原材料及び貯蔵品」に一括して掲記している。なお、

当事業年度の「商品及び製品」に含まれる「製品」

は、10,250百万円であり、当事業年度の「原材料及び貯

蔵品」に含まれる「原材料」「貯蔵品」はそれぞれ

3,654百万円及び192百万円である。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

※１　資産の担保提供

有形固定資産のうち下記の資産については、工場財

団（広島工場、静岡工場）として、長期借入金10百万

円の担保に供している。

※１　資産の担保提供

有形固定資産のうち下記の資産については、工場財

団（広島工場、静岡工場）として、長期借入金10百万

円の担保に供している。

建物      1,064百万円

機械及び装置 2,001

土地 523

計 3,590

建物 1,097百万円

機械及び装置 2,231

土地 523

計 3,853

※２　有形固定資産の減価償却累計額   47,446百万円※２　有形固定資産の減価償却累計額   73,198百万円

※　偶発債務

関係会社及び外注協力会社の銀行借入等に対する債

務保証、保証債務類似行為

※　偶発債務

関係会社及び外注協力会社の銀行借入等に対する債

務保証、保証債務類似行為
会社名 金額

(関係会社)  
リョービ販売㈱ 650百万円
リョービダイキャスティング(USA),INC. 7,018
リョービアルミニウムキャスティング(UK),
LTD.

328

利優比圧鋳（大連）有限公司 1,193
利優比（大連）机器有限公司 264
(外注協力会社)  
㈱ヤマオカ 130

合計 9,586

 

会社名 金額
(関係会社)  
リョービ販売㈱ 650百万円
リョービダイキャスティング(USA),INC. 7,457
リョービアルミニウムキャスティング(UK),
LTD.

521

利優比圧鋳（大連）有限公司 5,402
利優比（大連）机器有限公司 521
(外注協力会社)  
㈱ヤマオカ 111

合計 14,665

 

※　受取手形割引高    488百万円 ※　受取手形割引高       211百万円

※３　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金      9,235百万円

未収入金 4,902

短期貸付金 3,688

買掛金 2,596

※３　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 8,554百万円

未収入金 2,569

短期貸付金 7,432

買掛金 1,953

短期借入金 1,440
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　関係会社との主な取引 ※１　関係会社との主な取引

製品仕入高 35,319百万円

受取利息 99

賃貸料 349

製品仕入高 30,181百万円

受取利息 84　

賃貸料 328　

関係会社に対して、材料を有償支給しており、上記

製品仕入高には有償支給額 14,567百万円を含め

て計上しているが、当社の材料費には含んでいな

い。

関係会社に対して、材料を有償支給しており、上記

製品仕入高には有償支給額12,509百万円を含めて

計上しているが、当社の材料費には含んでいない。

────── ※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れている。　

 321百万円

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

従業員給料・諸手当 3,209百万円

荷造運搬費 4,275

賞与引当金繰入額 344

役員賞与引当金繰入額 42

退職給付費用 307

減価償却費 400

研究開発費 2,342

販売費に属する費用の割合 約54％

一般管理費に属する費用の割合 約46％

従業員給料・諸手当 3,132百万円

荷造運搬費 3,553

賞与引当金繰入額 125

退職給付費用 373

減価償却費 568

研究開発費 2,004

販売費に属する費用の割合 約53％

一般管理費に属する費用の割合 約47％

※４　研究開発費の総額     2,342百万円※４　研究開発費の総額      2,004百万円

※５　たな卸資産廃棄損 ※５　たな卸資産廃棄損

製品  35百万円

原材料 22

計 57

製品 18百万円

原材料 2

計 21

※６　固定資産処分益 ※６　固定資産処分益

土地の売却益  1百万円

計 1

建物等の売却益

土地の売却益

機械及び装置等の売却益

4百万円

2

2

計 8

※７　固定資産処分損 ※７　固定資産処分損

機械及び装置等の売却損 　0百万円

建物等の除却損 3

機械及び装置等の除却損 42

計 47

機械及び装置等の売却損 7百万円

建物等の除却損 10

機械及び装置等の除却損

特許権の除却損 

85

5

計 109
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 3,457 1,005 1 4,462

合計 3,457 1,005 1 4,462

　（注）１　当事業年度増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,000千株及び単元未満株式の買取

による増加５千株である。

２　当事業年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求に応じたものである。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 4,462 5,006 2 9,466

合計 4,462 5,006 2 9,466

　（注）１　当事業年度増加株式数は、取締役会決議による自己株式の取得による増加5,000千株及び単元未満株式の買取

による増加６千株である。

２　当事業年度減少株式数は、単元未満株式の買増請求に応じたものである。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 　

 
取得価額
相当額

（百万円）

減価償却
累計額
相当額

（百万円）

期末残高
相当額

（百万円）

機械及び装置 2,587 1,591 996
車両運搬具 10 1 8
工具器具備品 40 39 1
ソフトウェア 66 46 19

合計 2,703 1,678 1,025

1　ファイナンス・リース取引（借主側）

　（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　①リース資産の内容

　　　有形固定資産

　　　　主として、ダイカスト事業における生産設備

　　　　（「機械及び装置」）である。 

　　②リース資産の減価償却の方法

　　　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

　　　　法」に記載のとおりである。

２　オペレーティング・リース取引

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年内  13百万円

１年超 37

合計 51

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    258百万円

１年超 766

合計 1,025

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

いる。

(3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料    277百万円

減価償却費相当額 277

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  6百万円

１年超 17

合計 23
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成20年３月31日）及び当事業年度（平成21年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはない。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)     

賞与引当金    577百万円

退職給付引当金 1,473

関係会社株式 2,139

減損損失 489

その他 1,149

繰延税金資産小計 5,829

評価性引当額 △3,015

繰延税金資産合計 2,814

(繰延税金負債)     

その他有価証券評価差額金 △1,984

その他 △48

繰延税金負債合計 △2,033

繰延税金資産(又は負債)の純額 781

(繰延税金資産)     

賞与引当金       215百万円

退職給付引当金 1,509

関係会社株式 2,139

減損損失 489

その他 1,009

繰延税金資産小計 5,364

評価性引当額 △2,999

繰延税金資産合計 2,364

(繰延税金負債)     

その他有価証券評価差額金 △731

その他 △186

繰延税金負債合計 △917

繰延税金資産(又は負債)の純額 1,447

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下である

ため、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳の

注記を省略している。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　39.54％　

（調整）  

住民税均等割 1.71

その他　　 1.09

　　税効果会計適用後の

　　法人税等の負担率 
42.34

　　 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額    393円87銭

１株当たり当期純利益   45円58銭

１株当たり純資産額     381円40銭

１株当たり当期純利益     5円16銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益(百万円) 7,624 852

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,624 852

普通株式の期中平均株式数(千株) 167,270 165,210
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券
東銀リース㈱ 250,000 1,000

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 2,047,130 974

  ㈱中国銀行 729,288 917

  スズキ㈱ 525,000 855

  三菱電機㈱ 1,540,000 679

  三菱商事㈱ 259,659 333

  ㈱中電工 152,800 209

  ㈱三井住友フィナンシャルグループ 59,896 204

  住友信託銀行㈱ 462,081 172

  ㈱住生活グループ 114,199 126

  その他（34銘柄） 3,857,253 991

  小計 9,997,306 6,463

計 9,997,306 6,463

【債券】

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券
三菱セキュリティーズインターナショナル期限

付劣後債
100 97

  小計 100 97

計 100 97

【その他】

種類及び銘柄
投資口数等
(百万口)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券 その他有価証券 (譲渡性預金)         

   中国銀行 650 650

  小計 650 650

  (投資信託受益証券)         

  
野村アセットマネジメント

野村ＣＲＦ（キャッシュ・リザーブ・ファンド）
25 25

  
大和証券投資信託委託

フリーファイナンシャルファンド
201 201

  
国際投信投資顧問

フリーファイナンシャルファンド
501 501

  小計 728 728

計 1,378 1,378
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産                             

建物 23,773 504 173 24,10514,093 590 10,011

構築物 1,884 13 1 1,896 1,422 95 474

機械及び装置 35,055 1,597 1,037 35,61526,759 3,483 8,856

車両運搬具 255 18 8 265 215 28 50

工具、器具及び備品 9,079 24,030 771 32,33729,324 5,087 3,012

土地 17,794 44 2 17,836 － － 17,836

リース資産 － 2,438 238 2,199 1,382 216 816

建設仮勘定 182 3,306 182 3,306 － － 3,306

有形固定資産計 88,02431,954 2,415117,56373,198 9,502 44,364

無形固定資産                             

特許権 － － － － － 0 －

借地権 － － － 1 － － 1

商標権 － － － 4 4 0 －

ソフトウェア － － － 1,188 515 211 672

施設利用権 － － － 39 9 1 30

無形固定資産計 － － － 1,234 528 212 705

長期前払費用 9 0 5 5 3 1 1

　（注）１　当期中増加の主なもの

 工具器具備品  金型の会計処理変更に伴う振替額 19,890百万円

  当期製造のダイカスト金型 3,418

 リース資産  リース資産の会計処理変更に伴う振替額 2,435

２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略している。 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 11 3 － 6 8

賞与引当金 1,461 546 1,461 － 546

役員賞与引当金 42 － 42 － －

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち４百万円は一般債権の貸倒実績率洗替額であり、１百万円は個別

債権の回収不能見込額の一部回収による戻入額である。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　流動資産

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 4

預金     

普通預金 4,435

定期預金 2,275

別段預金 3

小計 6,713

合計 6,717

②　受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

金商㈱ 284

マルチ デジタル デ インプレッション S.L. 182

㈱旭工業所 143

㈱日垣本社 141

三和シャッター工業㈱ 129

その他 1,729

合計 2,611

ロ　期日別内訳
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期日 金額(百万円)

平成21年４月 564

21年５月 623

21年６月 782

21年７月 485

21年８月 89

21年９月以降 66

合計 2,611

③　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

リョービ販売㈱ 4,204

リョービイマジクス㈱ 3,084

ジヤトコ㈱ 1,212

スズキ㈱ 947

リョービダイキャスティング（USA）,INC.    938

その他 11,337

合計 21,725

ロ　発生及び回収並びに滞留状況

前期末残高(百万円) (Ａ) 33,486

当期中発生高(百万円) (Ｂ) 135,979

当期中回収高(百万円) (Ｃ) 147,741

当期末残高(百万円) (Ｄ) 21,725

回収率(％) Ｃ÷(Ａ＋Ｂ) 87.2

滞留日数(日)

Ａ＋Ｄ
────
２

─────
Ｂ

────
365

74.1

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが上記金額には消費税等が含まれている。

④　たな卸資産
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区分 金額(百万円)

商品及び

製品

自動車部品などのダイカスト製品 1,543

10,250印刷機器などの完成商品 6,865

金型 1,841

仕掛品

自動車部品などのダイカスト製品 1,762

6,512印刷機器などの完成商品 1,613

金型 3,136

原材料及び

貯蔵品 

アルミなどのダイカスト製品の材料 1,127

3,846
印刷機器などの完成商品の組立用部品 2,525

その他の金型部品など 0

消耗工具類など貯蔵品 192

合計     20,609

ｂ　固定資産

①　関係会社株式

 銘柄 金額(百万円)

子会社株式

リョービホールディングス(USA),INC. 3,243

㈱東京軽合金製作所 1,716

リョービアルミニウムキャスティング(UK), LTD. 1,521

リョービ販売㈱ 818

リョービ機械㈱ 402

その他 251

合計 7,953

ｃ　流動負債

①　支払手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

瀬川金属精錬㈱ 665

共和工機㈱ 123

福山通運㈱ 84

㈱大賀商会 81

アサヒセイレン㈱ 61

その他 1,229

合計 2,246

ロ　期日別内訳
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期日 金額(百万円)

平成21年４月 724

21年５月 592

21年６月 487

21年７月 310

21年８月 131

21年９月以降 －

合計 2,246

②　買掛金

相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪファクター㈱ 4,355

㈱中国銀行 2,802

グローバルファクタリング㈱ 1,834

利優比（大連）机器有限公司 754

　リョービミラサカ㈱ 428

その他 4,260

合計 14,436

　（注）　三菱ＵＦＪファクター㈱、㈱中国銀行及びグローバルファクタリング㈱に対する買掛金残高は、当社の一部仕入

先に対する支払業務を前記各社に委託し、当該仕入先が当社に対する売上債権を同社に債権譲渡した結果発生

した支払債務である。

③　短期借入金

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 10,191

㈱中国銀行 4,200

㈱三井住友銀行 2,600

㈱百十四銀行 2,050

㈱広島銀行 1,700

その他 3,540

合計 24,281

④　１年内返済予定の長期借入金
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借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,900

㈱三井住友銀行 1,800

㈱中国銀行 500

住友信託銀行㈱ 200

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 200

その他 616

合計 5,216

ｄ　固定負債

①　長期借入金

借入先 金額(百万円)

住友信託銀行㈱ 3,050

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行　　　　　　　　　　※ 3,025

㈱三井住友銀行 2,625

㈱中国銀行 2,025

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,550

その他 2,930

合計 15,205

　（注）　※10百万円につき工場財団抵当権を設定している。

（３）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

 

 

（特別口座）

大阪市北区堂島浜１丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

大阪証券代行部

株主名簿管理人

 

（特別口座） 

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　－

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.ryobi-group.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし

　（注）　定款の定めにより、当社においては単元未満株式は次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4)株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第96期)

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

平成20年６月25日

関東財務局長に提出。

 

(2）四半期報告書

及び確認書

第97期第１四半期

 

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

平成20年８月８日

関東財務局長に提出。

 

  

　

第97期第２四半期

 

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

平成20年11月12日

関東財務局長に提出。

 

  

　

第97期第３四半期

 

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

平成21年２月10日

関東財務局長に提出。

 

(3）自己株券買付状況

報告書

 平成20年11月12日

平成20年12月11日

平成21年１月13日

平成21年２月12日

平成21年３月11日

平成21年４月13日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月25日

リョービ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近藤　敏博　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　誠司　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　淳一　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リョービ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リョービ

株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、有形固定

資産及び金型の減価償却方法を変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成21年６月12日

リョービ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近藤　敏博　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　誠司　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　淳一　　㊞

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるリョービ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リョービ

株式会社及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、リョービ株式会社の平成２１

年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、リョービ株式会社が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月25日

リョービ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近藤　敏博　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　誠司　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　淳一　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リョービ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第96期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リョービ株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、有形固定資産及び金型の減価償却方法を変更して

いる。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成21年６月12日

リョービ株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 近藤　敏博　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　誠司　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内田　淳一　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるリョービ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第９７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リョービ株式

会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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